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H31当初予算額 H30当初予算額 増減額

(千円) (千円) 増減率（％）

360,000

0.6

△ 30,864

△ 0.2

66,849

3.6

467,564

3.2

486

0.7

△ 23,132

皆減

480,903

1.4

840,903

0.9

H31当初予算額 H30当初予算額

(千円) (千円)

2,701,136 2,747,397 △ 46,261 △ 1.7

2,508,092 2,491,240 16,852 0.7

542,889 352,183 190,706 54.1

2,304,049 1,899,592 404,457 21.3

3,773,392 4,427,453 △ 654,061 △ 14.8

3,773,392 3,740,333 33,059 0.9

2,032,545 1,657,173 375,372 22.7

3,280,175 3,508,114 △ 227,939 △ 6.5

下水道事業会計

収益的収入

収益的支出

資本的収入

資本的支出

1.会計別一覧表

要介護（要支援）認定者でサービスが必要な
方への居宅・地域密着型・施設サービスなど
の介護保険給付事業及び地域支援事業

75歳以上または65歳以上で一定の障がいの認定
を受けた方への医療保険給付事業（各市町村で
徴収した保険料を栃木県後期高齢者医療広域連
合に納付し、広域連合で給付を行います。）1,932,216 1,865,367

14,458,36714,925,931

後期高齢者医療
特別会計

18,176,219

特
別
会
計

67,356

特別会計小計

－

栃木ＩＣから2.5㎞という立地環境を生か
し、企業ニーズに対応した産業団地を整備
し、市内への企業誘致を図る事業（面積
36.7ha）

被保険者の疾病、負傷、出産、葬祭に関して
必要な保険給付事業

企業会計 増減額

市が運営する地域包括支援センターが行う、
介護予防支援業務に関する事業

資本的支出

収益的収入

水道事業会計

資本的収入

収益的支出

合　　　　計

千塚町上川原産業
団地特別会計

増減率（％）

99,740,858 98,899,955

介護保険特別会計
（保険事業勘定）

介護保険特別会計
（介護サービス
　事業勘定）

23,132

34,589,95535,070,858

66,870

国民健康保険
特別会計

18,145,355

会計事業内容

一般会計

64,670,000 64,310,000

会　　計　　名
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2.主な事務事業  

 
 2-1 かけがえのない自然に優しいまちづくり 

① №036 二酸化炭素排出抑制対策事業費 19,066 千円 
② №102 寺尾地区簡易水道事業費 258,001 千円 
③ №103 管路耐震化事業費 463,958 千円 

 
 2-2 心地よく暮らせるまちづくり 

① №017 ふれあいバス運行事業費 307,096 千円 

② №037 斎場再整備事業費 14,427 千円 

③ №051 生活道路舗装補修事業費 200,000 千円 

④ №055 スマートＩＣ整備事業費 427,462 千円 

⑤ №072(仮称)地域交流センター等整備事業費 284,620 千円 

⑥ №074 定住促進支援事業費 173,050 千円 
 
 2-3 安全安心で快適に暮らせるまちづくり 

① №062 雨水・浸水対策事業費 11,500 千円 

② №079 消防庁舎整備事業費 199,390 千円 

③ №105 公共下水道雨水渠整備事業費 103,000 千円 
 
 2-4 健康で生きがいを持てるまちづくり 

① №019 北部健康福祉センター整備事業費 740,851 千円 
② №022 共生社会の実現のための合理的配慮推進事業費 4,575 千円 

③ №026 子育て短期支援事業費 7,169 千円 

④ №027 子育て世代応援テレワーク推進委託費 16,142 千円 
⑤ №030 子育て支援施設子どもの遊び場整備事業費 108,099 千円 
⑥ №035 産後ケア委託費 3,451 千円 

 
 2-5 健やかに人を育み学び続けられるまちづくり 

① №070 国民体育大会関連施設整備事業費 65,800 千円 
② №085 グローバル教育推進事業費 88,152 千円 

③ №086 スクール・サポート・スタッフ配置事業費 2,530 千円 

④ №088 中学校部活動指導員等配置事業費 4,374 千円 

⑤ №090 伝建地区拠点施設整備事業費 298,151 千円 

⑥ №094(仮称)文化芸術館等整備事業費 1,325,231 千円 

⑦ №100 吹上小学校給食共同調理場整備事業費 155,377 千円 
 
 2-6 いきいきと働き賑わいのあるまちづくり 

① №007 東京オリンピック・パラリンピック事前キャンプ誘致活動事業費  
 1,786 千円 
② №039 繁殖牛導入促進支援補助金 1,500 千円 
③ №042 プレミアム商品券事業補助金 25,000 千円 
④ №046 栃木インター周辺開発事業費 23,719 千円 
⑤ №047「蔵の街シナジーマルシェ」委託事業費 4,125 千円 
⑥ №069 平川地区開発事業費 23,807 千円 

 
 2-7 共に考え共に築き上げるまちづくり 

① №002 市民憲章制定事業費 974 千円 

② №013 地域予算提案事業費 23,915 千円 

③ №014 地域施設再編モデル総合支所複合化整備事業費(都賀) 30,087 千円 

※区分は「栃木市総合計画」による。 

新規 

新規 

拡充 

 新規 

拡充 

 

拡充 

新規 

拡充 

 

拡充 

 

拡充 

 

拡充 

 

拡充 

新規 
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当初予算額(千円) 構成比(%) 当初予算額(千円) 構成比(%) 増 減 額(千円) 増減率(％)

１ 市 税 一 自 21,811,518 33.7 21,594,955 33.6 216,563 1.0

２ 地 方 譲 与 税 一 依 593,201 0.9 640,301 1.0 △ 47,100 △ 7.4

３ 利 子 割 交 付 金 一 依 40,500 0.1 15,300 0.0 25,200 164.7

４ 配 当 割 交 付 金 一 依 98,900 0.1 55,400 0.1 43,500 78.5

５ 株式等譲渡所得割交付金 一 依 149,600 0.2 193,200 0.3 △ 43,600 △ 22.6

６ 地 方 消 費 税 交 付 金 一 依 3,116,900 4.8 2,977,600 4.6 139,300 4.7

７ ゴルフ場利用税交付金 一 依 316,900 0.5 358,700 0.6 △ 41,800 △ 11.7

８ 自動車取得税交付金 一 依 105,500 0.2 252,200 0.4 △ 146,700 △ 58.2

９ 環 境 性 能 割 交 付 金 一 依 23,300 0.0 - - 23,300 皆増

１０ 地 方 特 例 交 付 金 一 依 170,500 0.3 134,200 0.2 36,300 27.0

１１ 地 方 交 付 税 一 依 9,068,000 14.0 9,158,000 14.2 △ 90,000 △ 1.0

１２ 交通安全対策特別交付金 一 依 16,700 0.0 19,200 0.0 △ 2,500 △ 13.0

１３ 分 担 金 及 び 負 担 金 特 自 423,801 0.7 428,952 0.7 △ 5,151 △ 1.2

１４ 使 用 料 及 び 手 数 料 特 自 824,082 1.3 816,595 1.3 7,487 0.9

１５ 国 庫 支 出 金 特 依 9,114,971 14.1 8,492,943 13.2 622,028 7.3

１６ 県 支 出 金 特 依 4,511,780 7.0 4,551,473 7.1 △ 39,693 △ 0.9

１７ 財 産 収 入 特 自 211,005 0.3 201,447 0.3 9,558 4.7

１８ 寄 附 金 特 自 118,857 0.2 101,866 0.2 16,991 16.7

１９ 繰 入 金
特
一

自 2,422,723 3.7 1,585,862 2.5 836,861 52.8

２０ 繰 越 金 一 自 2,000,000 3.1 2,066,100 3.2 △ 66,100 △ 3.2

２１ 諸 収 入 特 自 3,915,562 6.1 4,084,006 6.3 △ 168,444 △ 4.1

２２ 市 債
特
一

依 5,615,700 8.7 6,581,700 10.2 △ 966,000 △ 14.7

64,670,000 100.0 64,310,000 100.0 360,000 0.6

一 41,391,835 64.0 40,530,967 63.0 860,868 2.1

特 23,278,165 36.0 23,779,033 37.0 △ 500,868 △ 2.1

自 31,727,548 49.1 30,879,783 48.0 847,765 2.7

依 32,942,452 50.9 33,430,217 52.0 △ 487,765 △ 1.5

3.一般会計

3-　1　歳入款別一覧表

合　　　　　計

款

※19款繰入金のうち財政調整基金繰入金分（H31:1,978,216千円　H30:853,111千円）及び
　22款市債のうち臨時財政対策債分（H31:1,902,100千円　H30:2,212,700千円）は、一般財源に分類されます。

比　　　較平成３１年度

特 定 財 源

一 般 財 源

一般
特定

平成３０年度

依 存 財 源

自 主 財 源

自主
依存
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地方消費税交付金（社会保障財源化分）の充当状況 （単位：千円）

1,283,429

充　当　額

地方消費税交付金
（社会保障財源化分）

歳　入　科　目 充　当　先　（　款　項　）

３款 民生費　１項 社会福祉費、２項 児童福祉費、

　　　　　　 ３項 生活保護費

４款 衛生費　１項 保健衛生費

市 税

33.6%

地方交付税

14.2%
国庫支出金

13.2%

市 債

10.2%

県支出金

7.1%

諸収入

6.3%

地方消費税交付金

4.6%

繰越金

3.2%

繰入金

2.5%

その他

5.1%

平 成 30 年 度
歳 入 総 額
64,310,000千円

市 税

33.7%

国庫支出金

14.1%地方交付税

14.0%

市 債

8.7%

県支出金

7.0%

諸収入

6.1%

地方消費税交付金

4.8%

繰入金

3.7%

繰越金

3.1%

その他

4.8%

平 成 31 年 度
歳 入 総 額
64,670,000千円
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当初予算額(千円) 構成比(％) 当初予算額(千円) 構成比(％) 増 減 額(千円) 増減率(％)

１ 21,043,087 96.5 20,828,720 96.5 214,367 1.0

(1) 市 民 税 9,583,674 43.9 9,255,104 42.9 328,570 3.6

個 人 7,728,231 35.4 7,733,942 35.8 △ 5,711 △ 0.1

法 人 1,855,443 8.5 1,521,162 7.1 334,281 22.0

(2) 固 定 資 産 税 9,947,104 45.6 10,090,254 46.7 △ 143,150 △ 1.4

(3) 軽 自 動 車 税 438,943 2.0 432,146 2.0 6,797 1.6

(4) 市 た ば こ 税 1,070,080 4.9 1,048,306 4.9 21,774 2.1

(5) 鉱 産 税 3,285 0.0 2,909 0.0 376 12.9

(6) 特別土地保有税 1 0.0 1 0.0 0 0.0

２ 768,431 3.5 766,235 3.5 2,196 0.3

(1) 入 湯 税 17,598 0.1 12,453 0.1 5,145 41.3

(2) 都 市 計 画 税 750,833 3.4 753,782 3.4 △ 2,949 △ 0.4

21,811,518 100.0 21,594,955 100.0 216,563 1.0

目的税の充当状況

充 当 額

3-　2　市税一覧表

区　　　分
平成３１年度 平成３０年度 比　　　較

目 的 税

合　　　　　計

税　　目 充　当　先　（ 款　項　目 ）

普 通 税

入　湯　税 17,598
７款 商工費　１項 商工費　４目 観光費

９款 消防費　１項 消防費　３目 消防施設費

都市計画税 750,833

７款 商工費　１項 商工費　３目 工業開発費

８款 土木費　４項 都市計画費　２目 土地区画整理費、

３目 下水道費、４目 公園費

12款 公債費　１項 公債費　１目 元金、２目 利子

（上記事業債に係るもの）
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固定資産税

45.6%

市民税

43.9%

市たばこ税

4.9%

都市計画税

3.4%

その他

2.2%

固定資産税

46.7%

市民税

42.9%

市たばこ税

4.9%

都市計画税

3.4%

その他

2.1%

平 成 31 年 度
市 税 総 額
21,811,518千円

平 成 30 年 度
市 税 総 額
21,594,955千円
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当初予算額(千円) 構成比(％) 当初予算額(千円) 構成比(％) 増 減 額(千円) 増減率(％)

１ 議 会 費 388,221 0.6 405,072 0.6 △ 16,851 △ 4.2

２ 総 務 費 6,922,816 10.7 6,973,501 10.8 △ 50,685 △ 0.7

３ 民 生 費 24,719,380 38.2 24,884,890 38.7 △ 165,510 △ 0.7

４ 衛 生 費 4,314,127 6.7 4,227,603 6.6 86,524 2.0

５ 労 働 費 77,137 0.1 73,250 0.1 3,887 5.3

６ 農 林 水 産 業 費 1,241,789 1.9 1,232,454 1.9 9,335 0.8

７ 商 工 費 3,608,513 5.6 3,589,805 5.6 18,708 0.5

８ 土 木 費 6,933,104 10.7 7,105,403 11.1 △ 172,299 △ 2.4

９ 消 防 費 2,322,155 3.6 2,310,150 3.6 12,005 0.5

１０ 教 育 費 7,560,322 11.7 7,076,233 11.0 484,089 6.8

１１ 災 害 復 旧 費 4 0.0 4 0.0 0 0.0

１２ 公 債 費 6,537,432 10.1 6,386,635 9.9 150,797 2.4

１３ 予 備 費 45,000 0.1 45,000 0.1 0 0.0

64,670,000 100.0 64,310,000 100.0 360,000 0.6

3-　3　歳出款別一覧表

合　　　　　計

款
平成３０年度 比　　　較平成３１年度
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民生費

38.2%

教育費

11.7%
土木費

10.7%

総務費

10.7%

公債費

10.1%

衛生費

6.7%

商工費

5.6%

その他

6.3%

民生費

38.7%

土木費

11.1%
教育費

11.0%

総務費

10.8%

公債費

9.9%

衛生費

6.6%

商工費

5.6%

その他

6.3%

平 成 31 年 度
歳 出 総 額
64,670,000千円

平 成 30 年 度
歳 出 総 額
64,310,000千円
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１ 報 酬 148,080 129,189 363,394 26,475 72 41,358 2,140

２ 給 料 42,720 1,245,395 832,721 298,373 250,163 152,964

３ 職 員 手 当 等 88,113 1,849,032 486,384 181,952 156,439 100,462

４ 共 済 費 69,682 455,492 373,822 108,576 87,004 55,006

５ 災 害 補 償 費

６
恩 給 及 び
退 職 年 金

７ 賃 金 1,365 91,441 358,398 25,316 2,666 9,081

８ 報 償 費 144 108,824 58,349 18,718 50 12,172 1,811

９ 旅 費 4,144 4,853 2,812 273 12 551 281

１０ 交 際 費 700 1,500 60

１１ 需 用 費 6,999 237,293 179,008 168,884 183 29,185 9,283

１２ 役 務 費 9,034 204,479 16,661 18,579 18 1,805 1,397

１３ 委 託 料 1,642 553,925 1,766,967 2,489,208 49,637 76,053 124,583

１４
使 用 料 及 び
賃 借 料

3,963 256,760 46,456 35,065 244 8,880 5,914

１５ 工 事 請 負 費 106,567 808,896 109,362 1,944 78,410 7,475

１６ 原 材 料 費 10 1,866

１７ 公有財産購入費 9,109 4,000 12,040

１８ 備 品 購 入 費 110 7,638 32,160 8,998 1,773

１９
負担金補助及び
交 付 金

11,429 467,191 4,440,931 309,512 10,868 482,140 618,911

２０ 扶 助 費 10,647,427 14,572

２１ 貸 付 金 1,158 500,000 5,000 2,505,000

２２
補 償 補 填 及 び
賠 償 金

30 1 4,388 301

２３
償還金利子及び
割 引 料

89,776

２４ 投資及び出資金

２５ 積 立 金 1,111,821 22,577 3,988 55

２６ 寄 附 金

２７ 公 課 費 96 1,358 145 886 39 36

２８ 繰 出 金 242 4,281,113

予 備 費

388,221 6,922,816 24,719,380 4,314,127 77,137 1,241,789 3,608,513

3-　4　歳出節別一覧表

              款
１議会費 ２総務費 ３民生費 ４衛生費 ５労働費

６農林水
産業費

７商工費
  節

合　　　計

-10-



2,960 90,596 404,671 1,208,935 1.9 3.2

474,548 705,265 814,604 4,816,753 7.4 △ 0.6

298,320 580,859 497,099 4,238,660 6.6 △ 0.4

164,176 270,259 356,854 1,940,871 3.0 1.0

9,614 88,866 586,747 0.9 0.4

2,735 854 26,044 229,701 0.4 4.6

1,791 29,576 5,493 49,786 0.1 5.3

100 100 2,460 0.0 0.8

99,586 86,112 1,205,360 2,021,893 3.1 1.8

4,595 20,444 25,935 13 302,960 0.5 19.8

902,403 105,028 1,267,369 7,336,815 11.3 3.9

88,814 9,651 312,042 767,789 1.2 7.2

1,350,122 6,055 2,156,212 4 4,625,047 7.2 △ 18.2

18,581 99 1,247 21,803 0.0 18.2

62,300 71,715 10,000 169,164 0.3 22.9

1,011 107,304 80,342 239,336 0.4 86.7

3,053,574 154,822 172,356 9,721,734 15.0 2.4

91,228 10,753,227 16.6 2.7

4,000 3,015,158 4.7 △ 1.4

397,385 78,578 480,683 0.7 44.0

6,537,419 6,627,195 10.2 2.3

-       -      皆減

2 1,961 39,991 1,180,395 1.8 △ 0.4

587 2,877 508 6,532 0.0 △ 2.4

1 4,281,356 6.6 1.0

45,000 45,000 0.1 0.0

6,933,104 2,322,155 7,560,322 4 6,537,432 45,000 64,670,000 100.0 0.6

(単位 千円)

合 計
構 成 比
( ％ )

前年度に対す
る増減率(％)12 公債費 13 予備費８土木費 ９消防費 10教育費

11災害復
旧 費

-11-



１ 人 件 費 347,695 3,647,660 2,012,827 607,959 72 531,170 307,139

２ 扶 助 費 600 14,145 13,860,913 17,632 3,330 1,920

３ 公 債 費

348,295 3,661,805 15,873,740 625,591 72 534,500 309,059

４ 普通建設事業費 150,225 1,103,595 239,058 11,053 297,216 42,791

５ 災害復旧事業費

６ 失業対策事業費

150,225 1,103,595 239,058 11,053 297,216 42,791

７ 物 件 費 28,201 1,304,819 1,482,249 2,721,319 50,092 97,426 129,185

８ 維 持 補 修 費 10,470 7,894 3,295 2 13,491 1,310

９ 補 助 費 等 11,725 683,434 539,332 220,876 10,918 299,156 621,113

１０ 積 立 金 1,111,821 22,577 3,988 55

１１ 投資及び出資金

１２ 貸 付 金 1,158 500,000 5,000 2,505,000

１３ 繰 出 金 242 5,688,835

１４ 前年度繰上充用金

１５ 予 備 費

39,926 3,110,786 7,742,045 3,449,478 66,012 410,073 3,256,663

388,221 6,922,816 24,719,380 4,314,127 77,137 1,241,789 3,608,513合　　　計

 　　性 質

義
務
的
経
費

小　　計

投
資
的
経
費

そ
の
他
の
経
費

３ 民 生 費

小　　計

　　　　　　款
１ 議 会 費

小　　計

７ 商 工 費４ 衛 生 費 ５ 労 働 費
６ 農 林 水

産 業 費

3-　5　歳出性質別一覧表

２ 総 務 費

-12-



398,019 1,623,075 2,051,736 11,527,352 17.8 11,519,103 0.1

9,480 23,904 108,747 14,040,671 21.7 13,626,561 3.0

6,537,419 6,537,419 10.1 6,386,621 2.4

407,499 1,646,979 2,160,483 6,537,419 32,105,442 49.6 31,532,285 1.8

3,372,741 310,947 2,357,541 7,885,167 12.2 8,255,395 △ 4.5

4 4 0.0 4 0.0

3,372,741 310,947 2,357,541 4 7,885,171 12.2 8,255,399 △ 4.5

651,801 199,944 2,813,632 13 9,478,681 14.7 9,133,445 3.8

48,504 2,685 61,397 149,048 0.2 141,318 5.5

2,452,557 159,639 123,277 5,122,027 7.9 5,358,638 △ 4.4

2 1,961 39,991 1,180,395 1.8 1,185,098 △ 0.4

203 皆減

4,000 3,015,158 4.7 3,057,157 △ 1.4

1 5,689,078 8.8 5,601,457 1.6

45,000 45,000 0.1 45,000 0.0

3,152,864 364,229 3,042,298 13 45,000 24,679,387 38.2 24,522,316 0.6

6,933,104 2,322,155 7,560,322 4 6,537,432 45,000 64,670,000 100.0 64,310,000 0.6

前年度に対す
る増減率(％)合 計

(単位 千円)

９ 消 防 費 前年度８ 土 木 費
11 災 害 復

旧 費
12 公 債 費 13 予 備 費10 教 育 費

構 成 比
( ％ )

-13-



3- 6　財政の推移（予算額・市税・市債・基金）

H29 H30 H31

当初予算額 63,220 64,310 64,670

市税収入 21,088 21,595 21,811

年度末市債残高見込額 60,676 61,006 59,319

年度末市債残高見込額
(臨時財政対策債除く)

32,002 32,400 31,059

年度末基金残高見込額 11,792 11,052 11,070

※全て一般会計当初予算時の数値

単位：百万円

0
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30,000

40,000

50,000
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H29 H30 H31

当初予算額 市税収入

年度末市債残高見込額 年度末市債残高見込額

(臨時財政対策債除く)
年度末基金残高見込額

百万円
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当初予算額(千円) 構成比(％) 当初予算額(千円) 構成比(％) 増 減 額(千円) 増減率(％)

１ 国 民 健 康 保 険 税 4,105,320 22.6 4,431,965 24.4 △ 326,645 △ 7.4

２ 一 部 負 担 金 4 0.0 4 0.0 0 0.0

３ 使 用 料 及 び 手 数 料 2,501 0.0 2,701 0.0 △ 200 △ 7.4

４ 国 庫 支 出 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

５ 県 支 出 金 12,568,784 69.3 12,164,605 66.9 404,179 3.3

６ 財 産 収 入 2,400 0.0 45 0.0 2,355 5,233.3

７ 繰 入 金 1,430,914 7.9 1,477,437 8.1 △ 46,523 △ 3.1

８ 繰 越 金 12,073 0.1 72,995 0.4 △ 60,922 △ 83.5

９ 諸 収 入 23,357 0.1 26,464 0.2 △ 3,107 △ 11.7

１０ 市 債 1 0.0 1         0.0 0 0.0

〇 療 養 給 付 費 等 交 付 金 -         -     1         0.0 △ 1 皆減

18,145,355 100.0 18,176,219 100.0 △ 30,864 △ 0.2

4.特別会計及び企業会計

4- 1　国民健康保険特別会計款別一覧表

比　　　較平成３１年度

歳　　入

合　　　　　計

款
平成３０年度

-16-



当初予算額(千円) 構成比(％) 当初予算額(千円) 構成比(％) 増 減 額(千円) 増減率(％)

１ 総 務 費 215,188 1.2 226,599 1.2 △ 11,411 △ 5.0

２ 保 険 給 付 費 12,415,355 68.4 12,051,589 66.3 363,766 3.0

３
国 民 健 康 保 険
事 業 費 納 付 金 5,325,000 29.3 5,500,000 30.3 △ 175,000 △ 3.2

４ 財政安定化基金拠出金 1 0.0 1         0.0 0 0.0

５ 保 健 事 業 費 139,313 0.8 134,888 0.7 4,425 3.3

６ 積 立 金 2,400 0.0 200,044 1.1 △ 197,644 △ 98.8

７ 公 債 費 166 0.0 166 0.0 0 0.0

８ 諸 支 出 金 17,932 0.1 32,932 0.2 △ 15,000 △ 45.5

９ 予 備 費 30,000 0.2 30,000 0.2 0 0.0

18,145,355 100.0 18,176,219 100.0 △ 30,864 △ 0.2合　　　　　計

款
比　　　較平成３１年度 平成３０年度

歳　　出

-17-



当初予算額(千円) 構成比(％) 当初予算額(千円) 構成比(％) 増 減 額(千円) 増減率(％)

１ 後期高齢者医療保険料 1,407,791 72.9 1,320,112 70.8 87,679 6.6

２ 使 用 料 及 び 手 数 料 211 0.0 241 0.0 △ 30 △ 12.4

３ 寄 附 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

４ 繰 入 金 461,183 23.9 489,304 26.2 △ 28,121 △ 5.7

５ 繰 越 金 5,000 0.2 5,000 0.3 0 0.0

６ 諸 収 入 58,030 3.0 50,709 2.7 7,321 14.4

1,932,216 100.0 1,865,367 100.0 66,849 3.6

当初予算額(千円) 構成比(％) 当初予算額(千円) 構成比(％) 増 減 額(千円) 増減率(％)

１ 総 務 費 76,835 4.0 78,005 4.2 △ 1,170 △ 1.5

２
後期高齢者医療広域連
合 納 付 金 1,780,969 92.2 1,721,585 92.3 59,384 3.4

３ 後期高齢者健診事業費 66,012 3.4 57,077 3.1 8,935 15.7

４ 諸 支 出 金 7,700 0.4 7,700 0.4 0 0.0

５ 予 備 費 700 0.0 1,000 0.0 △ 300 △ 30.0

1,932,216 100.0 1,865,367 100.0 66,849 3.6

比　　　較

合　　　　　計

歳　　出

合　　　　　計

款
平成３０年度平成３１年度

4- 2　後期高齢者医療特別会計款別一覧表

比　　　較平成３１年度 平成３０年度

歳　　入

款
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当初予算額(千円) 構成比(％) 当初予算額(千円) 構成比(％) 増 減 額(千円) 増減率(％)

１ 保 険 料 3,254,980 21.8 3,176,970 22.0 78,010 2.5

２ 分 担 金 及 び 負 担 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

３ 使 用 料 及 び 手 数 料 450 0.0 450 0.0 0 0.0

４ 国 庫 支 出 金 3,358,942 22.5 3,296,380 22.8 62,562 1.9

５ 支 払 基 金 交 付 金 3,815,491 25.6 3,695,601 25.6 119,890 3.2

６ 県 支 出 金 2,050,370 13.7 1,985,180 13.7 65,190 3.3

７ 財 産 収 入 800 0.0 520 0.0 280 53.8

８ 寄 附 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

９ 繰 入 金 2,387,106 16.0 2,244,432 15.5 142,674 6.4

１０ 繰 越 金 32,689 0.2 38,637 0.3 △ 5,948 △ 15.4

１１ 諸 収 入 25,100 0.2 20,194 0.1 4,906 24.3

１２ 市 債 1 0.0 1 0.0 0 0.0

14,925,931 100.0 14,458,367 100.0 467,564 3.2合　　　　　計

款
平成３０年度

4- 3　介護保険特別会計(保険事業勘定)款別一覧表

比　　　較平成３１年度

歳　　入
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当初予算額(千円) 構成比(％) 当初予算額(千円) 構成比(％) 増 減 額(千円) 増減率(％)

１ 総 務 費 462,392 3.1 462,137 3.2 255 0.1

２ 保 険 給 付 費 13,733,872 92.1 13,350,717 92.4 383,155 2.9

３ 財政安定化基金拠出金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

４ 積 立 金 800 0.0 726 0.0 74 10.2

５ 地 域 支 援 事 業 費 721,762 4.8 637,672 4.4 84,090 13.2

６ 公 債 費 2 0.0 2 0.0 0 0.0

７ 諸 支 出 金 6,102 0.0 6,112 0.0 △ 10 △ 0.2

８ 予 備 費 1,000 0.0 1,000 0.0 0 0.0

14,925,931 100.0 14,458,367 100.0 467,564 3.2

歳　　出

合　　　　　計

款
比　　　較平成３１年度 平成３０年度
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当初予算額(千円) 構成比(％) 当初予算額(千円) 構成比(％) 増 減 額(千円) 増減率(％)

１ サ ー ビ ス 収 入 65,440 97.2 60,715 90.8 4,725 7.8

２ 繰 入 金 1,911 2.8 6,150 9.2 △ 4,239 △ 68.9

３ 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

４ 諸 収 入 4 0.0 4 0.0 0 0.0

67,356 100.0 66,870 100.0 486 0.7

当初予算額(千円) 構成比(％) 当初予算額(千円) 構成比(％) 増 減 額(千円) 増減率(％)

１ 事 業 費 67,356 100.0 66,870 100.0 486 0.7

67,356 100.0 66,870 100.0 486 0.7合　　　　　計

合　　　　　計

歳　　出

款
平成３１年度 平成３０年度 比　　　較

4- 4　介護保険特別会計(介護サービス事業勘定)款別一覧表

歳　　入

款
平成３１年度 平成３０年度 比　　　較
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収益的収入及び支出
平成３１年度 平成３０年度

当初予算額(千円)当初予算額(千円) 増 減 額(千円) 増減率(％)

2,701,136 2,747,397 △ 46,261 △ 1.7

１ 営 業 収 益 2,465,019 2,517,125 △ 52,106 △ 2.1

２ 営 業 外 収 益 236,114 230,269 5,845 2.5

３ 特 別 利 益 3 3 0 0.0

2,508,092 2,491,240 16,852 0.7

１ 営 業 費 用 2,238,171 2,224,336 13,835 0.6

２ 営 業 外 費 用 256,919 253,902 3,017 1.2

３ 特 別 損 失 3,002 3,002 0 0.0

４ 予 備 費 10,000 10,000 0 0.0

資本的収入及び支出
平成３１年度 平成３０年度

当初予算額(千円)当初予算額(千円) 増 減 額(千円) 増減率(％)

542,889 352,183 190,706 54.1

１ 企 業 債 360,000 160,000 200,000 125.0

２ 出 資 金 1 1 0 0.0

３ 補 助 金 70,000 72,000 △ 2,000 △ 2.8

４ 負 担 金 112,887 120,181 △ 7,294 △ 6.1

５ 固定資産売却代金 1 1 0 0.0

2,304,049 1,899,592 404,457 21.3

１ 建 設 改 良 費 1,604,515 1,168,969 435,546 37.3

２ 企業債償還金 689,200 715,400 △ 26,200 △ 3.7

３ 国庫補助金返還金 5,334 10,223 △ 4,889 △ 47.8

４ 予 備 費 5,000 5,000 0 0.0

収
　
　
入

１
資
本
的
収
入

支
　
　
出

１
資
本
的
支
出

支
　
　
　
　
出

１
水
道
事
業
費
用

区分 款 項
比　　　較

4- 5　水道事業会計款項別一覧表

区分 款 項
比　　　較

収
　
　
　
入

１
水
道
事
業
収
益
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収益的収入及び支出
平成３１年度 平成３０年度

当初予算額(千円)当初予算額(千円) 増 減 額(千円) 増減率(％)

3,773,392 4,427,453 △ 654,061 △ 14.8

１ 営 業 収 益 1,358,799 1,319,203 39,596 3.0

２ 営 業 外 収 益 2,414,590 3,108,248 △ 693,658 △ 22.3

３ 特 別 利 益 3 2 1 50.0

3,773,392 3,740,333 33,059 0.9

１ 営 業 費 用 3,215,474 3,125,451 90,023 2.9

２ 営 業 外 費 用 536,215 581,519 △ 45,304 △ 7.8

３ 特 別 損 失 1,703 13,363 △ 11,660 △ 87.3

４ 予 備 費 20,000 20,000 0 0.0

資本的収入及び支出
平成３１年度 平成３０年度

当初予算額(千円)当初予算額(千円) 増 減 額(千円) 増減率(％)

2,032,545 1,657,173 375,372 22.7

１ 企 業 債 884,600 963,400 △ 78,800 △ 8.2

２ 補 助 金 865,238 462,500 402,738 87.1

３ 負 担 金 282,706 231,272 51,434 22.2

４ 固定資産売却代金 1 1 0 0.0

3,280,175 3,508,114 △ 227,939 △ 6.5

１ 建 設 改 良 費 1,432,746 1,604,319 △ 171,573 △ 10.7

２ 企業債償還金 1,842,429 1,898,795 △ 56,366 △ 3.0

３ 予 備 費 5,000 5,000 0 0.0

収
　
　
入

１
資
本
的
収
入

支
　
　
出

１
資
本
的
支
出

支
　
　
　
　
出

１
下
水
道
事
業
費
用

区分 款 項
比　　　較

4- 6　下水道事業会計款項別一覧表

区分 款 項
比　　　較

収
　
　
　
入

１
下
水
道
事
業
収
益
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

一般財源

0 0 0 900 5,507

シティプロモーション事業費

　栃木市シティプロモーション冊子「aru」vol.2発行のために、現在、取材や編集等の制作を行っている。
○シティプロモーション冊子制作委託料　1,954,800円

前年度当初予算額

02-01-01 担当部課 総務部　総務課

事業名 予算額 2,895

№ 1 会計 一般 款項目

事
業
の
概
要

　非核平和都市宣言に基づき、とちぎ平和展や戦争
体験を聞く会、広島平和記念式典中学生派遣など
各種啓発事業を実施し、市民の非核平和意識の高
揚を図り、核兵器のない平和な世界の実現に寄与
する。

事
業
の
内
容

○とちぎ平和展の開催
○戦争体験を聞く会の開催
○広島平和記念式典中学生派遣の実施
○非核平和宣言都市のＰＲ

№ 2 会計 一般 款項目 02-01-01 担当部課

○とちぎ平和展　　市内6会場で開催（栃木文化会館来場者数233名）
○戦争体験を聞く会　　7月22日　来場者数52名／8月12日　来場者数78名
○広島平和記念式典中学生派遣　　8月5日～7日　派遣生徒　28名　派遣業務委託料　2,368,740円

前年度当初予算額

地方債 その他特財

非核平和事業費

2,998 増減額 △ 103

一般財源

地方債 その他特財

8,611

新規事業名 予算額 974

総務部　総務課

02-01-02 担当部課 総合政策部　シティプロモーション課

0 0 0 0 974

№ 3 会計 一般 款項目

前年度当初予算額

事
業
の
概
要

　市民のまちづくりへの参加意欲を喚起し、市民主
体の住みよいまちづくりを推進するため、まちづくり
をする上での市民の心構えや行動指針として、市民
憲章を制定する。

事
業
の
内
容

　栃木市市民憲章審議会を設置し、審議会におい
て市民から募集したキーワード等を参考にしながら、
市民憲章の原案を作成する。
　2020年度開催予定の市制施行10周年記念式典に
合せて制定する。

県支出金 地方債 その他特財 一般財源

市民憲章制定事業費

0 0

国庫支出金 県支出金

0 0 2,895

国庫支出金

- 増減額 974

事
業
の
概
要

　市の魅力を伝えていくことで良いイメージを創り、
市を好きになって貰い、住民、来訪者、居住者が増
えていくための取り組みを行う。 事

業
の
内
容

○栃木市ふるさと大使の活用
○栃木市シティプロモーション冊子の発行
○都内駅前大型ビジョンでのプロモーション動画放映
○シティプロモーション調査の実施
○とち介のブランド化
○地元企業と連携したシティプロモーションの推進

事業名 予算額 6,407

国庫支出金 県支出金

増減額 △ 2,204
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

0 3,245

№ 5 会計 一般 款項目 02-01-05

新規

0 0 0

事
業
の
概
要

　シティプロモーション行動計画「Tochigi City
Promotion Creation 2nd」（2020年度～2023年度）を
策定する。 事

業
の
内
容

○シティプロモーションを推進する行動計画の策定

0 0 0

№ 4 会計 一般 款項目

担当部課 総合政策部　総合政策課

前年度当初予算額

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

02-01-02 担当部課 総合政策部　シティプロモーション課

事業名

0 2,000

新規 あわせて１００歳ヒアリング事業費

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

事
業
の
概
要

　本庁舎の高圧受電設備は、平成2年から稼働して
おり、更新時期を迎えている。
　この設備が突発的に故障した場合、機器製作に時
間を要することから、長期に渡り停電状態となり、事
務執行に支障を来す事態が想定される。
　このようなことを未然に防ぐため、設備改修工事を
行う。

事
業
の
内
容

○設備改修工事
　工期：6か月（機器製作に3か月。現場工事は停電
　　　　　を伴い、日数は夜間工事で6日程度。）
　内容：変圧器9台、その他機器の交換

0 0 0 16,855 46,670

№ 6 会計 一般 款項目

前年度当初予算額 - 増減額 2,000

新規 シティプロモーション行動計画策定事業費 予算額 3,245

事業名 予算額 2,000

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

事
業
の
概
要

　戦前の環境負荷の少ない時代を経験している現
在90歳前後の方へのヒアリングを実施し、暮らしの知
恵や感性、地域に伝承されている地域らしさを再発
見する。
　ヒアリングの成果は、行政施策に反映させるととも
に、各地域のまちづくりに繋げていく。

事
業
の
内
容

　戦前の環境負荷の少ない時代を経験している現
在90歳前後の方に、当時の暮らしについてヒアリン
グを行い、その内容をライブラリー化する。
　ヒアリングにおいて、地元小学生等と連携すること
により、多世代交流を図る。

- 増減額 63,525

担当部課 財務部　管財課

前年度当初予算額

事業名 予算額 63,525本庁舎高圧受電設備改修事業費

- 増減額 3,245

02-01-06
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

0 0 0 1,786

事
業
の
概
要

　東京2020オリンピック・パラリンピックの開催にあた
り、栃木県との連携により、ハンガリー近代五種ナ
ショナルチームの事前キャンプ誘致を図るための活
動を行うとともに、オリンピック・パラリンピックの市民
への意識醸成、普及啓発を図る。

事
業
の
内
容

○ハンガリー近代五種ナショナルチームの事前キャ
ンプ誘致活動
○東京2020オリンピック・パラリンピックの開催に向け
た市民への意識醸成のためのイベント及び観戦ツ
アーの実施

№ 8 会計 一般 款項目 02-01-10 担当部課 総務部　情報システム課

事業名 予算額 26,994新規 統合型地理情報システム整備事業費

№ 7 会計 一般 款項目 02-01-06 担当部課 総合政策部　スポーツ連携室

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

《平成30年度第2次補正（9月）計上予算》
○報償費　ハンガリー大使手土産等　8件　85,510円
○需用費　トレーニングキャンプ開催用消耗品等　6件　42,188円

0

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

事
業
の
概
要

　既存の道路台帳システムを母体とし、地理情報を
全庁で共有するための統合型地理情報システムとし
て整備する。併せて、インターネットにより公開可能
な地理情報を住民向けに発信する。

事
業
の
内
容

○全庁で共有できる環境を提供する統合型地理情
報システムの整備
○各課所管の地図データの集約
○公開可能な地図データのインターネットによる発
信

0 0 0 0 26,994

№ 9 会計 一般 款項目 02-01-11 担当部課 総合政策部　遊水地課

前年度当初予算額 - 増減額 26,994

事業名 東京オリンピック・パラリンピック事前キャンプ誘致活動事業費 予算額 1,786

849 増減額 337

1,186

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

事
業
の
概
要

　渡良瀬遊水地ハートランドのイメージを広めること
により、多くの方に実際に来訪していただき、遊水地
への関心度を高めてもらうため、ハート形やキャラク
ターを活用したＰＲのほか、遊水地の守り人となる人
材育成の取り組みを行う。

事
業
の
内
容

○ボランティアガイド養成講座
○ヨシ細工づくり体験
○渡良瀬遊水地ぐるり旅
○渡良瀬遊水地ＰＲ強化月間

○委託料　ハートランド城看板設置業務委託料　499,500円（1月中旬支払い予定）
　　　　　　　ハートランド城展示物製作・設置業務委託料　4,039,200円（3月中旬支払い予定）

0 0 0 64 1,122

渡良瀬遊水地ＰＲ事業費事業名 予算額

前年度当初予算額 0 増減額 1,786

前年度当初予算額
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

○不動産賃借料　   270,000円
○軽自動車借上料　382,752円

前年度当初予算額 4,000 増減額 0

0 0 0 0 4,000

事
業
の
概
要

　人口減少や高齢化が進む本市において、地域外
の人材を積極的に誘致し、その定住及び定着を図
り、もって地域力の維持及び強化に資するため、地
域おこし協力隊員を委嘱し、民間との協働により、嘉
右衛門町重伝建地区の賑わい創出に向けた活動を
行う。

事
業
の
内
容

　地域おこし協力隊員と地域活性化に取り組む民間
事業者との協働によるまちづくりの推進を図る。
　協力隊の居住する見世蔵等を積極的に活用し、
情報の発信及び地域間交流を促進する。

事業名 予算額 4,000

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

地域おこし協力隊活動事業費（蔵の街課）

○軽自動車借上料　　　　　　　　382,752円
○住居借上料　               　　   547,400円
○移動活動拠点施設借上料    167,400円

前年度当初予算額

№ 12 会計 一般 款項目 02-01-13 担当部課 総合政策部　蔵の街課

0 0 0 0 4,000

事
業
の
概
要

　人口減少や高齢化が進む本市において、地域外
の人材を積極的に誘致し、その定住及び定着を図
り、もって地域力の維持及び強化に資するため、地
域おこし協力隊員を委嘱する。
　民間との協働により、「パーラートチギ」を拠点とし
て隠れた地域資源の発掘・紹介を行うとともに中心
市街地の賑わい創出に向けた活動を行う。

事
業
の
内
容

　地域での活動拠点となる組立式の小屋を、地域の
方の協力を得て設置し、そこに住む方々と交流を図
りながら、地域資源の発掘・紹介を行う。
　地域おこし協力隊facebookでの紹介に加え、リ
ニューアルした「憧れのトチギーノ」において、活躍
する人に焦点を当てた記事を掲載する。また協力隊
発案イベントも実施し、広く本市の魅力発信に努め
る。

一般財源

№ 11 会計 一般 款項目 02-01-13 担当部課 総合政策部　総合政策課

渡良瀬遊水地環境保全事業費

№ 10 会計 一般

増減額 0

前年度当初予算額

事
業
の
概
要

　国際的に重要な湿地として、ラムサール条約湿地
に登録された渡良瀬遊水地の豊かな自然環境を保
全し、次世代へつなげるため、市民参加や各種団
体との協働により保全活動の取り組みを行う。

事
業
の
内
容

○渡良瀬遊水地クリーン作戦
○絶滅危惧種保全事業
○自然観察学習会
○渡良瀬遊水地講演会
○ヨシ焼き連絡会負担金

○委託料　絶滅危惧種再生地占用地環境管理委託料　3件98,900円、クリーン作戦ごみ搬出委託料　29,800円
　　　　　　　環境学習フィールド管理及び調査業務　259,200円（3月下旬支払い予定）
○負担金　ヨシ焼き連絡会負担金　181,000円（2月中旬支払い予定）

事業名 予算額 4,000

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財

地方債 その他特財 一般財源

1,029 増減額 361

0 0 0 0 1,390

事業名 予算額 1,390

国庫支出金 県支出金

款項目 02-01-11 担当部課 総合政策部　遊水地課

地域おこし協力隊活動事業費（総合政策課）

4,000
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

　30団体から応募があり、厳正な審査の結果、29事業に対し合計4,825,000円の補助金を交付した。

前年度当初予算額

0 0 0 4,000 661

事
業
の
概
要

“とちぎ夢ファーレ”となり8年目を迎える事業であり、
市民主体のまちづくり推進のため、主体的・公益的
な市民活動にかかる事業費の一部を助成する。 事

業
の
内
容

　市民活動団体等から申請のあった公益的な事業
に対し、主に栃木市市民協働まちづくりファンドから
なる補助金を交付し、地域の活性化、市民活動の充
実及び協働のまちづくりを推進する。
　・補助金交付団体見込数　35件

5,140 増減額 △ 479

事業名 予算額 4,661

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

《平成30年度第2次補正（9月）計上予算》　　　　　　　　　　　　　　《執行状況》
・基本計画策定業務委託料（債務負担行為）　9,094,000円　　　　　・業務委託料　8,629,200円（H30・31　2カ年）
　（H30　2,728,000円　H31　6,366,000円）　　　　　　　　　　　　　　　（H30　2,588,760円　　H31　6,040,440円）

前年度当初予算額

№ 15 会計 一般 款項目 02-01-15 担当部課 総合政策部　地域づくり推進課

0 増減額 30,087

市民活動推進補助事業費

0 0 0 0 30,087

事
業
の
概
要

　公共施設適正配置計画及び総合支所複合化基
本方針に基づき、都賀地域の総合支所、公民館な
どを集約化し、複数の公共施設の機能を備えた「複
合施設」を整備するもの。

事
業
の
内
容

○基本計画の策定（H30から継続・8月完了予定）
・基本計画策定業務委託料　6,041千円（H31分）
　　（債務負担行為によりH30・31の契約）
○基本設計・実施設計業務の委託
・設計業務委託料　24,046千円（H31分）
　　（債務負担行為によりH31・32の契約）

事業名 予算額 30,087

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

地域施設再編モデル総合支所複合化整備事業費（都賀）

事業が完了しているもの
○栃木中央4事業   2,843,763円/大平3事業　2,706,420円/都賀1事業　785,916円/岩舟1事業　2,592,000円
○栃木西部2事業     665,118円/藤岡3事業　2,592,000円/西方1事業　379,242円

前年度当初予算額

№ 14 会計 一般 款項目 02-01-14 担当部課 総合政策部 都賀地域づくり推進課

0 0 0 0 23,915

事
業
の
概
要

　各地域会議より提出された事業計画書に基づき事
業を行う。

事
業
の
内
容

・栃木中央　蔵の街広場整備事業他2件
・栃木東部　丸沼・長瀞公園整備事業
・栃木西部　まちづくり塾開催事業他3件
・大平　大平運動公園子どもの体力づくり促進事業他2件
・藤岡　渡良瀬遊水地ハートランド魅力アップ事業他1件
・都賀　つがの里活性化事業他3件
・西方　西方ふれあいパーク活性化事業
・岩舟　岩船山公衆用トイレ改修事業他１件

23,997 増減額 △ 82

事業名 予算額 23,915

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 13 会計 一般 款項目 02-01-13 担当部課 総合政策部　地域づくり推進課

地域予算提案事業費
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年12月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点） ]

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

○蔵タク運行補助金　40,427,050円

前年度当初予算額 77,778 増減額 2,025

0 0 0 9,539 70,264

事
業
の
概
要

　栃木市地域公共交通総合連携計画に基づき、高
齢者等の交通弱者の日常生活における移動手段の
確保及び公共交通空白地域の解消を図るため、蔵
タクを運行する。

事
業
の
内
容

○蔵タクの運行
○運行実績の評価・検証
○運行内容の検討・見直し
○出前講座等による利用促進のためのＰＲ

事業名 予算額 79,803

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

蔵タク運行事業費

○ふれあいバス運行補助金　128,058,430円（10路線合計）

前年度当初予算額

№ 18 会計 一般 款項目 02-01-15 担当部課 生活環境部　交通防犯課

0 0 0 0 307,096

事
業
の
概
要

　栃木市地域公共交通総合連携計画に基づき、高
齢者等の交通弱者の日常生活における移動手段の
確保及び公共交通空白地域の解消を目指して、ふ
れあいバスを運行する。

事
業
の
内
容

○ふれあいバス10路線の運行
  （寺尾線、市街地循環線、市街地北部循環線、部
屋線、真名子線、金崎線、大宮国府線、皆川樋ノ口
線、藤岡線、岩舟線）
○運行実績の評価・検証
○運行内容の検討・見直し
○出前講座等による利用促進のためのＰＲ

299,657 増減額 7,439

事業名 予算額 307,096

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

○栃木地区防犯協会負担金　1,863,000円
○防犯カメラ設置費補助金　3件　1,439,000円
○特殊詐欺撃退電話機等購入費補助金　68件　321,400円

前年度当初予算額

№ 17 会計 一般 款項目 02-01-15 担当部課 生活環境部　交通防犯課

6,660 増減額 142

ふれあいバス運行事業費

0 0 0 0 6,802

事
業
の
概
要

　警察及び関係団体と連携協力し、犯罪防止活動
を行う。

事
業
の
内
容

○防犯カメラ設置補助及び特殊詐欺撃退電話機等
　 購入費補助
　・防犯カメラ設置費補助金　3,000,000円（10件）
　・特殊詐欺撃退電話機等購入費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 500,000円（100件）
○警察や栃木地区防犯協会等と連携し、防犯啓発
   を行う。

事業名 予算額 6,802

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

防犯事業費

№ 16 会計 一般 款項目 02-01-15 担当部課 生活環境部　交通防犯課
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

○相談支援業務委託料　35,776,921円
○報償費　44,541円

前年度当初予算額

10,827 5,413 0 0 20,568

事
業
の
概
要

　障がい者相談支援専門員等が障がい者等の相談
に応じ、福祉サービス提供等のコーディネート支援
を行うと共に基幹型相談支援センターとして、市内
の相談支援専門員にスーパーバイズを行う。
　また、「親亡き後」の障がい者が、安心して地域で
生活できる地域生活支援システムとしての「栃木市く
らしだいじネット」の充実を図る。

事
業
の
内
容

　多様化・複雑化している障がい児者の相談に対応
するため、虐待対応や成年後見制度等の専門的相
談を行うと共に障がい児者が生活しやすい地域づく
りを支援するため、障がい者相談支援専門員を6名
配置する。
　栃木市くらしだいじネット緊急時支援事業として、
24時間365日の相談対応及び緊急時支援(短期入
所・居宅介護等）を行う。

36,571 増減額 237

事業名 予算額 36,808

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

○助成額 ：29,877,000円
　・交付人数：6,241人
　・利用枚数：59,754枚

前年度当初予算額

№ 21 会計 一般 款項目 03-01-02 担当部課 保健福祉部　障がい福祉課

46,018 増減額 △ 573

障がい者相談支援事業費

0 0 0 0 45,445

事
業
の
概
要

　電車、バス等の通常の交通機関を利用することが
困難な重度の障がい者の方や高齢者の方が通院等
のためタクシーを利用する場合に、その経費の一部
を助成する。

事
業
の
内
容

　身体障害者手帳1・2級、療育手帳Ａ1・Ａ2、精神障
害者保健福祉手帳１級の手帳をお持ちの方、65歳
以上80歳未満の方で月4回以上通院し、タクシーの
利用を必要とする方及び80歳以上の方で月１回以
上通院しタクシーの利用を必要とする方に年間24枚
を限度として交付する。

事業名 予算額 45,445

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

福祉タクシー料金助成事業費

○委託料　       新築工事監理業務委託料　7,277,040円
○工事請負費　新築建築工事　605,880,000円　新築電気設備工事　112,039,200円
　　　　　　　　　　新築機械設備工事　236,520,000円

前年度当初予算額

№ 20 会計 一般 款項目 03-01-02 担当部課 保健福祉部　障がい福祉課

0 0 634,700 100,000 6,151

事
業
の
概
要

　市民の健康づくりと、生きがいづくりの拠点となる北
部健康福祉センター（仮称）を整備する。
○延床面積　2,784.53㎡
○構造　鉄筋コンクリート造
○階数　地上2階
○工事期間　平成30年度・31年度

事
業
の
内
容

○新築工事監理業務委託
　　（H30・31継続費）
○新築工事
　　（H30・31継続費）
○公共サイン設置工事
○備品購入

1,269,492 増減額 △ 528,641

事業名 予算額 740,851

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 19 会計 一般 款項目 03-01-01 担当部課 保健福祉部　福祉総務課

北部健康福祉センター整備事業費
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

○需用費　ニーズ調査発送用宛名ラベル代　 2,916円
○役務費　ニーズ調査発送用後納郵便料　372,480円
○委託費　子ども・子育て支援事業計画(第2期計画)策定業務委託料　2,041,200円(3月末支払い予定)

前年度当初予算額 3,556 増減額 △ 564

0 0 0 0 2,992

事
業
の
概
要

　子ども・子育て支援法に基づき、教育・保育、地域
子ども・子育て支援事業に係る需要量の見込み、支
援事業の提供体制の内容及び実施時期等を定め
た子ども・子育て支援事業計画の第2期計画を策定
する。

事
業
の
内
容

○子ども・子育て支援事業計画策定業務委託費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,992,000円
　・平成30年度実施のニーズ調査を踏まえて計画案
    作成
　・パブリックコメント実施
　・計画策定

　

事業名 予算額 2,992

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

子ども・子育て支援事業計画策定事業費

前年度当初予算額

№ 24 会計 一般会計 款項目 03-02-01 担当部課 こども未来部　子育て支援課

0 0 0 999 0

事
業
の
概
要

　地域包括ケアシステムの構築や地域共生社会の
実現を目指し、自治会等による見守り活動などの地
域支え合い活動を推進するために、安否確認のた
めの訪問など自治会による具体的な活動を紹介す
るPR映像を作成し、自治会等に配付する。

事
業
の
内
容

○支え合い活動PR映像作成企画
○支え合い活動実施自治会への取材・撮影・編集
○支え合い活動PR映像（DVD）の作成　50枚

- 増減額 999

事業名 予算額 999

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

○障がい者週間イベント　知的障害者の疑似体験講演を含むふくしみらいフェスタの開催（12月9日）
　　　参加事業者数　16団体　参加者100名　　187,917円

前年度当初予算額

№ 23 会計 一般 款項目 03-01-03 担当部課 保健福祉部　地域包括ケア推進課

404 増減額 4,171

新規 地域支え合い活動PR委託事業費

1,584 792 0 180 2,019

事
業
の
概
要

　障害者基本法、障害を理由とする差別の解消の推
進に関する法律（通称：障害者差別解消法）の趣旨
を踏まえ、その実効性を高めるため、障がい者差別
解消推進条例及び手話言語条例を制定し、障がい
の有無によって分け隔てられることない「共生社会」
の実現に向け、事業を推進する。

事
業
の
内
容

○手話通訳者の設置
　 手話通訳及び普及啓発の推進
○障がい者週間イベントの開催
　 障がい者の福祉についての関心と理解を深める
   ための講演等を実施し、普及啓発を図る。

事業名 予算額 4,575

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

共生社会の実現のための合理的配慮推進事業費

№ 22 会計 一般 款項目 03-01-02 担当部課 保健福祉部　障がい福祉課
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

○委託料　・子育て短期支援事業委託料（市外施設委託料24日分）　158,500円

前年度当初予算額 191 増減額 6,978

事業名 子育て世代応援テレワーク推進委託費 予算額 16,142

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

0 0 0 13,000 3,142

事
業
の
概
要

　ふるさとテレワーク推進事業を活用して、子育て世
代向けのテレワーク拠点施設を整備し、通常の雇用
環境では働きにくさを感じている子育て世代に対
し、柔軟な働き方のできる環境の提案や新たなコミュ
ニティづくりの推進を図る。

1,770 1,770 3,629 0

事
業
の
概
要

　保護者の様々な理由により児童の養育が一時的に困
難になった場合等に、児童養護施設など児童の保護を
適切に行うことができる施設に委託し、養育、保護を行っ
てもらうことで、児童虐待の未然防止を図る。
　平成30年度までは、市外施設に事業を委託していた
が、市民の利便性の向上を図るため、31年度からは、市
内の施設に委託できるよう整備を進め事業を実施する。

事
業
の
内
容

○市外施設委託料（継続）
○市内施設運営費
○市内施設開設準備経費補助金

事業名 予算額 7,169

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

子育て短期支援事業費

○学童保育支援員賃金（131名分）　108,881,134円
○委託料　・放課後児童健全育成事業委託料　　　　　             86,104,000円
　　　　　　　・学童保育支援員補助業務委託料、警備委託料他　 9,333,488円

前年度当初予算額

№ 26 会計 一般 款項目 03-02-01 担当部課 こども未来部　子育て支援課

68,826 68,826 0 65,895 68,826

事
業
の
概
要

　保護者の就労等により家庭での保護指導を十分
に受けられない小学校児童に対し、授業の終了後
に児童厚生施設等を利用した学童保育を実施する
ことで、適切な遊び及び生活の場を提供し、その健
全な育成を図る。

事
業
の
内
容

○市内全小学校区で実施
　・公設公営　　　　　　37ヶ所
　・公設民営(委託)　　　7ヶ所
　・民設民営(委託)　　　6ヶ所
○学童保育支援員賃金　　　　　　　  158,172,000円
○放課後児童健全育成事業委託料　90,596,000円

272,928 増減額 △ 555

事業名 予算額 272,373

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 25 会計 一般 款項目 03-02-01 担当部課 こども未来部　子育て支援課

学童保育事業費

事
業
の
内
容

　市内在住の子育て中や出産予定の母親などを対
象にテレワーカー育成プログラムを実施し、市の子
育て支援策の動画化や観光情報の発信などのOJT
を通じてテレワーカーとして育成する。

№ 27 会計 一般 款項目 03-02-01 担当部課 こども未来部子育て支援課

《平成30年度第2次補正（9月）計上予算》
○委託料　・子育て応援テレワーク推進事業委託料　2,481,000円(3月支出予定)

前年度当初予算額 0 増減額 16,142
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

21,620 0 77,600 6 8,873

155,125 増減額 △ 47,026

事
業
の
概
要

　栃木市総合計画に掲げられた「市民ニーズに応え
る子育て支援環境の整備」の一つとして、「屋内型
子どもの遊び場」の整備を進める。

事
業
の
内
容

○業務委託(平成30年度からの継続)
　・子どもの遊び場新築工事基本設計及実施設計
　・旧下都賀総合病院北病棟解体工事監理業務
　・子どもの遊び場駐車場整備設計
○解体工事（平成30年度からの継続）
　・旧下都賀総合病院北病棟解体工事

○業務委託費　 ・旧下都賀総合病院北病棟増築部分解体設計業務　　3,067,200円
　　　　　　　　　　 ・子どもの遊び場新築工事基本設計及び実施設計（今後発注予定）
　　　　　　　 　　　・旧下都賀総合病院北病棟解体工事監理業務（今後発注予定）
　　　　　　　　 　　・子どもの遊び場駐車場設計（今後発注予定）
○工事請負費 　・旧下都賀総合病院北病棟解体工事（今後発注予定）

№ 30 会計 一般 款項目 03‐02‐04 担当部課 こども未来部　子育て支援課

子育て支援施設子どもの遊び場整備事業費

事業名 地域おこし協力隊活動事業費(子育て支援課) 予算額 9,042

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 28 会計 一般 款項目 03-02-01 担当部課 こども未来部子育て支援課

《平成30年度第2次補正（9月）計上予算》
　地域おこし協力隊隊員報酬　498,000円（166,000円×1月×3名）(3月支出予定)

前年度当初予算額 0 増減額 9,042

№ 29 会計 一般会計 款項目 03-02-01 担当部課 こども未来部　保育課

0 0 0 0 9,042

事
業
の
概
要

　子育て世代向けテレワークの拠点を整備するにあ
たり、地域おこし協力隊制度を活用した人員を配置
する。
　都市部に在住する若者を雇用して仕事と人の新た
な流れを創出する事で、子育て世代に向けた新しい
働き方の提案やコミュニティづくりの推進を図る。

事
業
の
内
容

　子育て応援テレワーク推進事業による動画クリ
エーター育成プログラムを市内在住の受講者ととも
に受講し、OJTとして市の子育て支援策の動画化や
観光情報等の発信をする。
　地域おこし協力隊として他の地域おこし協力隊や
地域住民等と交流を図り、広く本市の魅力発信に努
める。

128,319 0 57,700 0 6,460

事
業
の
概
要

　老朽化した園舎の改築等の施設整備を行う事業
者（民間保育園）に対して、整備に係る費用の一部
を補助する。 事

業
の
内
容

○民間において整備する保育園への補助
○保育所等整備交付金（厚生労働省所管）に係る
協議（補助金の交付申請等）

事業名 民間保育所整備補助金 予算額 192,479

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

前年度当初予算額 0 増減額 192,479

事業名 予算額 108,099

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

前年度当初予算額
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

○妊産婦健康診査　　 業務委託料：延べ7,570件　52,072,380円　　扶助費：延べ144件　851,060円
○妊婦歯科健康診査　業務委託料：　235件  611,000円

前年度当初予算額 101,617 増減額 △ 3,717

4,800 0 0 0 93,100

事
業
の
概
要

　妊産婦の健康診査や歯科健診の助成を行ない、
健康管理の向上を図る。

事
業
の
内
容

○業務委託等
　・妊婦健康診査　14回分/人
　・産婦健康診査 　2回分/人
　・妊産婦歯科健康診査　1回分/人
　　※対象者を産後1年未満まで拡大
○健診結果に基づく保健指導、相談を実施

事業名 予算額 97,900

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

妊産婦健康診査事業費

○先天性股関節脱臼検診業務委託料        545件                 3,445,100円
○乳幼児健康診査　　 実施回数 135回　　健診従事者報償金 8,357,810円
○各種教室相談事業　実施回数　99回　　 従事者報償金          669,950円

前年度当初予算額

№ 33 会計 一般 款項目 04-01-01 担当部課 保健福祉部　健康増進課

1,291 1,358 0 0 36,801

事
業
の
概
要

　思春期から妊娠、出産、育児にかかわる各種健
診、健康教育、健康相談、訪問指導等の母子保健
事業を実施し、母親並びに乳幼児の健康の保持増
進を図る。

事
業
の
内
容

○業務委託
　・新生児聴覚検査　1回/新生児1人
　・先天性股関節脱臼検診　1回/乳児1人
○乳幼児健康診査の実施
　・3歳児健康診査眼科検査に屈折検査を新規導入
○各種教室相談事業の実施
○妊産婦・新生児・乳幼児訪問指導の実施
○フッ化物塗布、フッ化物洗口事業の実施

34,452 増減額 4,998

事業名 予算額 39,450

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

○犬猫不妊手術費補助金 297件　1,245,000円
　　犬： 57件  285,000円
　　猫：240件 960,000円

前年度当初予算額

№ 32 会計 一般 款項目 04-01-01 担当部課 保健福祉部　健康増進課

1,000 増減額 1,140

母子保健事業費

0 0 0 1,019 1,121

事
業
の
概
要

　無秩序な繁殖を抑制するとともに、飼養者の健全
な飼育意識の高揚を図る。

事
業
の
内
容

○市内で飼養されている雌の犬又は猫の不妊手術
費用の一部補助
　・犬猫不妊手術費補助金　510件　2,140,000円
　　犬：１頭5,000円×100件＝　 500,000円
　　猫：１頭4,000円×410件＝ 1,640,000円

事業名 予算額 2,140

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

犬猫不妊手術費補助金

31 会計 一般 款項目 04-01-01 担当部課 生活環境部  環境課№
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

○二酸化炭素排出抑制事業費賃貸借契約　契約金額　190,654,560円
　 平成30年度支出予定額　1,588,788円(3月支払い予定）

前年度当初予算額 11,677 増減額 7,389

事
業
の
概
要

　環境省が推進する地球温暖化防止事業の二酸化
炭素排出抑制事業を活用し、低炭素設備導入事業
を実施。市内35公共施設の照明及び空調を交換し
年間約428ｔの二酸化炭素排出量を削減する。

事
業
の
内
容

○2019年（平成31年）3月1日～2029年2月28日まで
の10年間の債務負担行為
　・契約金額　190,654,560円
　　　　　　　（1,588,788円×120月）

事業名 予算額 19,066

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

二酸化炭素排出抑制対策事業費

○産後ケア委託料（宿泊型）　 利用者6件　利用泊数22泊　549,000円
○産後ケア委託料（通所型）　 利用者1件　利用日数　6日　 48,000円

前年度当初予算額 2,380 増減額 1,071

№ 36 会計 一般 款項目 04-01-03 担当部課 生活環境部　環境課

0 0 0 0 19,066

1,725 0 0 0 1,726

事
業
の
概
要

　産後も安心して子育てができる環境を確保するた
め、出産を終え退院直後の母子に対して、心身のケ
アや育児のサポート等を行う。 事

業
の
内
容

○医療機関、助産院との業務委託等
　・宿泊型、通所型併せて1人7日以内
○利用状況に基づき、継続した保健指導、相談の
   実施

事業名 予算額 3,451

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

産後ケア委託費

○2週間目全戸電話相談　対象：729件　実施数：720件　実施率：98.8％
○関係機関との協議の場として「すこやか子育てサポート会議」・「妊産婦乳児虐待予防会議」の開催
○複合的な課題を抱える家庭に対しての「子育てサポートプラン」の作成

前年度当初予算額

№ 35 会計 一般 款項目 04-01-01 担当部課 保健福祉部　健康増進課

1,772 1,257 0 0 2,804

事
業
の
概
要

　妊娠期から子育て期まで切れ目ない支援を提供
するため、妊娠、出産、育児に関する相談支援に加
え、発達障がい、児童虐待、ＤＶ、子どもの貧困等の
包括的な課題に対しても継続的な相談支援を行う。

事
業
の
内
容

　専門員（母子保健コーディネーター）及び相談員
（子育て支援コーディネーター）を任用し、相談や情
報提供及び必要なサービスに繋ぐ支援を行う。
　また、支援プランの作成及び保健指導を実施する。
　保健、医療、福祉、教育等に係る関係機関との協
議の場を設け、支援のネットワークを構築する。

5,839 増減額 △ 6

事業名 予算額 5,833

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 34 会計 一般 款項目 04-01-01 担当部課 保健福祉部　健康増進課

子育て世代包括支援センター事業費
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

前年度当初予算額

0 0 0 0 1,500

事
業
の
概
要

　全国的な和牛素牛導入価格の高騰が続く要因と
なっている繁殖牛減少対策として、繁殖及び繁殖肥
育一貫経営に取り組む農家に対し、繁殖牛導入資
金の一部を助成し、畜産農家の経営安定化と本市
の肥育牛産地の維持発展を図る。

事
業
の
内
容

○繁殖牛導入促進支援補助金
　・100千円×15頭＝1,500千円

- 増減額 1,500

事業名 予算額 1,500

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

○新規就農サポート事業費補助金　6名  　1,800,000円
○青年就農補助金　17名（14経営体）　    11,549,704円
○新農業人フェア出展料     　　　　            　 54,000円

前年度当初予算額

№ 39 会計 一般 款項目 06-01-04 担当部課 産業振興部　農業振興課

30,383 増減額 △ 2,596

新規 繁殖牛導入促進支援補助金

0 25,500 0 0 2,287

事
業
の
概
要

　青年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図り、担
い手の確保と持続的な力強い農業経営基盤を目指
す。 事

業
の
内
容

○新規就農サポート事業費補助金（市単）
　・　300千円×7名＝2,100千円
○青年就農補助金（国庫）
　・   750千円×1経営体（継続）＝  750千円
　・1,500千円×6経営体（継続）＝9,000千円
　・2,250千円×3経営体（継続）＝6,750千円
　・1,500千円×6経営体（新規）＝9,000千円

事業名 予算額 27,787

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

新規就農支援事業費

○業務委託　・橋りょう設計業務委託料　１件　13,500,000円
　　　　　　　　 ・新斎場建設地除草業務　１件　 1,144,800円

前年度当初予算額

№ 38 会計 一般 款項目 06-01-03 担当部課 産業振興部　農業振興課

0 0 0 0 14,427

事
業
の
概
要

　市町合併や超高齢社会の進行に伴い、増加が見
込まれる将来の火葬需要や現斎場の老朽化に対応
するため、斎場の再整備を行う。
　PFI等手法により、事業者選定から事業契約を行う
ため、PFI等ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ及び設計モニタリング業務
を実施する。併せて周辺整備事業を実施し、円滑な
事業推進を図る。

事
業
の
内
容

○斎場再整備検討委員会の開催
○〔仮称〕ＰＦＩ等事業者選定委員会の開催
○南部清掃工場跡除草業務
○土砂災害対策調査業務
○斎場建設に伴う関係法令調整事務
○関連工事及び地元要望等の周辺整備事業の調整

20,847 増減額 △ 6,420

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 37 会計 一般 款項目 04-01-04 担当部課 生活環境部  斎場整備室

斎場再整備事業費事業名 予算額 14,427
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

○業務委託：有害鳥獣捕獲業務委託料　     7,566,000円
○補助金：獣害対策設備設置費補助金等　  9,902,300円

前年度当初予算額

0 8,778 0 20 27,094

事
業
の
概
要

　有害鳥獣による農林業被害、生活被害を防ぐた
め、有害鳥獣捕獲駆除と、被害地区住民による被害
防除対策を推進する。 事

業
の
内
容

○有害鳥獣捕獲（イノシシ・シカ・サル・鳥類等）
○栃木市鳥獣被害対策実施隊による対策
○被害対策連絡協議会を主体とした被害対策
○地域主体の被害防除対策の支援
　・獣害対策設備設置費補助金制度
 　（補助率：個人2/3、団体9/10）
　・わな猟免許取得・更新支援事業補助制度

31,035 増減額 4,857

事業名 プレミアム商品券事業補助金 予算額 25,000

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

事業名 予算額 35,892

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

○負担金：市負担金　2,000,000円

前年度当初予算額

№ 41 会計 一般 款項目 06-02-02 担当部課 産業振興部　農林整備課

9,000 増減額 8,250

有害鳥獣対策事業費

0 0 4,700 0 12,550

事
業
の
概
要

　石川排水機場の更新整備及び既存排水路の改修
整備を実施することで、地区内の農地の湛水被害軽
減と住宅の浸水被害防止を図る。
○部屋南部地区かんがい排水事業
　・総事業費：約15億円　・受益面積：約140ha
  ・期間：2016年度（平成28年度）～2024年度
　・事業内容：石川排水機場更新整備、地区内排水
　　　　　　　　　路改修整備

事
業
の
内
容

○用地取得
　・土地購入　A=1,111㎡　（権利者２名）
　　4,000,000円
○負担金
　・部屋南部地区かんがい排水事業負担金
　　53,000,000円×25％＝13,250,000円

事業名 予算額 17,250

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

部屋南部地区かんがい排水事業費

№ 40 会計 一般 款項目 06-01-05 担当部課 産業振興部　農林整備課

0 0 0 0 25,000

事
業
の
概
要

　栃木市商工経済団体連絡協議会が実施するプレ
ミアム付き商品券発行事業を支援することにより、個
人消費を喚起すると共に市内事業者の売上拡大に
よる地域経済の活性化を図る。

事
業
の
内
容

　プレミアム付き商品券を発売するため、事業主体
である栃木市商工経済団体連絡協議会に補助金を
交付する。
○栃木市商工経済団体連絡協議会構成団体
栃木商工会議所、大平町商工会、藤岡町商工会
都賀町商工会、西方商工会、岩舟町商工会

№ 42 会計 一般 款項目 07-01-02 担当部課 産業振興部　商工振興課

○補助金：プレミアム付き商品券事業補助金　20,000,000円

前年度当初予算額 20,000 増減額 5,000
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○委託料　企業の立地意向調査対象企業抽出業務委託料　       124,200円
　　　　　　　産業団地買受申込企業の信用調査業務委託料　       124,200円（7社分）
○負担金　宇都宮西中核工業団地企業誘致活動協議会負担金　500,000円

前年度当初予算額 1,369 増減額 25

0 0 0 0 1,394

事
業
の
概
要

　企業の新規立地及び移転に関する情報の収集、
企業訪問等の誘致活動を実施するとともに、立地企
業に対する支援制度を活用し、長期的な視野も踏ま
えながら市内産業団地等への企業誘致を推進す
る。

事
業
の
内
容

○企業の立地意向調査の実施（500社）
○企業、金融機関等への訪問
○企業誘致用パンフレットの作成（1,500部）
○各種産業展示会におけるＰＲ

事業名 予算額 1,394

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

企業誘致事業費

○補助金　立地奨励金　       8件　 46,420,000円
　　　　　　　　　　〃　　　　     14件　123,460,000円(2月末支払い予定)
　　　　　　　用地取得奨励金　1件　  11,550,000円(3月末支払い予定)

前年度当初予算額

№ 45 会計 一般 款項目 07-01-03 担当部課 産業振興部　産業基盤整備課

0 0 0 0 388,430

事
業
の
概
要

　奨励措置を講ずることにより市内への企業立地を促進
し、産業の振興及び雇用機会の拡大を図る。
○奨励措置の内容
・立地奨励金：投下固定資産に係る固定資産税と都市計
画税相当額を5年間または2年間交付
・用地取得奨励金：宇都宮西中核工業団地の用地取得
額の10％を交付
○奨励措置の指定　企業立地促進審査会を開催

事
業
の
内
容

○奨励措置
　・立地奨励金の交付　23件
○奨励措置の指定
　・企業立地促進審査会の開催

269,670 増減額 118,760

ビジネスプランコンテスト事業費

事業名 予算額 388,430

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

○役務費　広告料　ビジネスプランコンテストＰＲ用動画ＣＭ放映料　    299,808円
○委託料　ビジネスプランコンテスト運営業務委託料　                     1,300,000円
　　　　　　　ビジネスプランコンテスト開催記念特別講演会業務委託料　200,000円

前年度当初予算額

№ 44 会計 一般 款項目 07-01-02 担当部課 産業振興部　産業基盤整備課

3,300 増減額 △ 300

企業立地促進事業費

№ 43 会計 一般 款項目 07-01-02 担当部課 産業振興部　商工振興課

0 0 0 3,000 0

事
業
の
概
要

　市内で創業を目指す方等からビジネスプランを募
集し、優秀なプランには、表彰の上、事業化を支援
するための奨励金を贈呈する。
　若者や女性等の創業を促すことにより、市全体の
産業活性化につなげる。

事
業
の
内
容

○創業に関するビジネスプランの募集
○コンテストや創業支援に関するＰＲ活動
○審査会による審査の実施
○創業に関するセミナー、個別相談会等の開催
○表彰・奨励金の贈呈

事業名 予算額 3,000

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

前年度当初予算額 - 増減額 4,125

事業名 新規 首都圏外国人観光客誘客促進委託費 予算額 2,264

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財

0 0 0 2,264 0

事
業
の
概
要

　2020年開催の東京オリンピック・パラリンピックを見
据え、「浅草」、「日光」に本市を加えたゴールデン
ルートの設定及び外国人観光客の宿泊拠点である
「浅草」を中心に、外国人観光客をターゲットとした
効果的なＰＲを実施することで、新ゴールデンルート
の創生を図る。

事
業
の
内
容

0 0 0 4,125 0

事
業
の
概
要

　マルシェにおいて農商工観光等の産業従事者が
連携し、商品開発及びテストマーケティング等を実
施し、そこから市内の産業の活性化や蔵の街大通り
の賑わい創出を図る。

事
業
の
内
容

○山車会館前広場におけるシナジーマルシェの実
施
　（10月から6回程度）
○シナジーマルシェのＰＲ
○シナジーマルシェに伴う備品の購入

事業名 予算額 4,125

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

新規 「蔵の街シナジーマルシェ」委託事業費

○委託料　現況平面測量業務委託料　            18,252,000円
　　　　　　　権利調査・地区界測量業務委託料　12,765,600円（3月末支払い予定）

前年度当初予算額

№ 47 会計 一般 款項目 07-01-04 担当部課 産業振興部　観光振興課

0 0 0 0 23,719

事
業
の
概
要

　栃木ＩＣ直近という優れた立地環境を活かして新た
な産業・物流拠点を整備し、本市経済の活性化や
新たな雇用の創出を図る。
○全体区域面積　 約80ha
　・開発区域面積　約24ha
　・事業完了予定　2026年度

事
業
の
内
容

○業務委託
　・基本設計業務委託（24ha）
　・地質調査業務委託（ボーリング調査2箇所外）

20,347 増減額 3,372

事業名 予算額 23,719

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 46 会計 一般 款項目 07-01-03 担当部課 産業振興部　産業基盤整備課

栃木インター周辺開発事業費

○モデルコースの構築
○外国人観光客向けのウェブ等を活用した情報発
信
○モニターツアーの実施
○オリンピック・パラリンピックに向けた事業効果の検
証

№ 48 会計 一般 款項目 07-01-04 担当部課 産業振興部　観光振興課

一般財源

前年度当初予算額 - 増減額 2,264
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

○工事請負費　31件　　196,668,000円
　　　　　　　　　　L=9,638.6m（うち簡易舗装6,430.0ｍ）

前年度当初予算額

0 0 180,000 0 20,000

事
業
の
概
要

　現在、本市の生活道路は簡易舗装が多く、舗装率
も幹線道路に比べ低い状況であり、市民にとって身
近な生活道路において不便をきたしている。このた
め、生活道路の簡易舗装を本舗装にすることで市民
が安全で安心して通行できるようにするとともに、舗
装率の向上を図る。

事
業
の
内
容

○市内の生活道路舗装補修工事

200,000 増減額 0

事業名 予算額 200,000

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

木造住宅耐震補助金　支出負担行為済額　　42,820,000円
（耐震診断 32件、補強計画策定 2件、耐震改修 1件、設計＋改修 7件、耐震建替え 33件）

前年度当初予算額

№ 51 会計 一般 款項目 08-02-02 担当部課 建設部　道路河川維持課

26,460 増減額 24,710

生活道路舗装補修事業費

21,506 12,740 0 0 16,924

事
業
の
概
要

　昭和56年以前の旧耐震基準で建築された木造住
宅について、耐震診断費用及び耐震診断の結果耐
震改修が必要とされた住宅の耐震改修工事等に必
要な経費の一部を補助する。
　住宅所有者への普及啓発や改修事業者へ講習
会実施等の取組みにより、木造住宅の耐震化を図
る。

事
業
の
内
容

○耐震診断          限度額       30,000円
○補強計画          限度額       80,000円
○耐震改修          限度額   1,000,000円
○設計＋改修       限度額   1,100,000円
○耐震建替え       限度額      800,000円
  ・市内業者加算                   200,000円
  ・とちぎ材加算                     100,000円
○アドバイザー派遣

事業名 予算額 51,170

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

木造住宅耐震化促進事業費

前年度当初予算額

№ 50 会計 一般 款項目 08-01-02 担当部課 都市整備部　建築課

3,145 0 0 0 3,145

事
業
の
概
要

　検索機能を持った観光資源のデータベースを作
成することで、栃木市の魅力を発信し、観光客や旅
行業者のニーズに合った観光ルートの提案、観光
意欲の向上を目指す。
　また、観光客の受入体制の充実を図るため、観光
基礎調査を実施し、観光客の動向やニーズの把握
に努める。

事
業
の
内
容

○観光資源の管理
　・観光資源のデータベースの構築
　・観光資源の情報発信
○観光基礎調査の実施
　・観光消費額の動向調査
　・観光客の満足度調査

- 増減額 6,290

№ 49 会計 一般 款項目 07-01-04 担当部課 産業振興部　観光振興課

新規 観光資源魅力アップ委託費事業名 予算額 6,290

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

○道路改良工事　L=143.0m　W=5.0m　9,612,000円
○物件補償　      電柱　1件　                170,600円

前年度当初予算額 8,500 増減額 △ 4,500

0 0 3,600 0 400

事
業
の
概
要

　広域農道の市道1001号線から清水寺南側の区間
を用地買収し、拡幅工事により整備を行う。
○期間：2008年度（平成20年度）～2023年度
○道路改良工事　L=600m　W=5.0m

事
業
の
内
容

○業務委託
　・物件等調査算定（再算定）
○用地取得
　・土地購入　A=25.86㎡　4筆
　・物件補償　1件

事業名 予算額 4,000

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

市道２３０３７号線道路改良事業費（大平西山田）

○業務委託　　    修正設計   　702,000円
○道路改良工事　L=123.2m　W=10.0m　29,052,000円、付帯工事　216,000円
○物件補償        電柱　1件　1,494,050円

前年度当初予算額

№ 54 会計 一般 款項目 08-02-03 担当部課 建設部　道路河川整備課

20,000 0 18,000 0 2,000

事
業
の
概
要

　藤岡地域の道路ネットワーク強化と主要施設への
アクセス性向上を図るため、県道蛭沼川連線と国道
50号を結ぶ幹線道路として用地買収し、新設工事
により整備を行う。
○期間：2006年度（平成18年度）～2023年度
○道路改良工事　L=1,880ｍ　W=10.0m

事
業
の
内
容

○道路改良工事　L=150m
○用地取得
　・土地購入　A=886.3㎡　5筆

70,000 増減額 △ 30,000

事業名 予算額 40,000

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

○業務委託　　物件等調査算定　2件　3,369,600円
○用地取得　　土地購入　A=283.85㎡　4筆　4,410,588円
○物件補償　　工作物他　2件　10,218,591円

前年度当初予算額

№ 53 会計 一般 款項目 08-02-03 担当部課 建設部　道路河川整備課

37,000 増減額 7,800

市道１０６６号線道路改良事業費（藤岡富吉１区）

12,650 0 28,900 0 3,250

事
業
の
概
要

　県道栃木二宮線から県道宇都宮栃木線の区間の
大宮北小学校東側の通学路を用地買収し道路改良
工事等により歩道を設置する。
○歩道整備工事
　L=780m　W=2.5m(道路幅員9.5m)
○用地買収　1,950.00㎡
○物件補償　30件

事
業
の
内
容

○業務委託
　・物件等調査算定(再積算)
○交通安全施設整備工事　L=82.2m　W=9.5m
○用地取得
　・土地購入　A=384.02㎡　9筆
　・物件補償　4件

事業名 予算額 44,800

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

市道１０３３号線交通安全施設整備事業費（栃木大宮町）

№ 52 会計 一般 款項目 08-02-03 担当部課 建設部　道路河川整備課

-42-



 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

○業務委託　　物件等調査算定　　　　　　　1件　 1,296,000円
○用地取得　　土地購入　A=1,796.71㎡　14筆　15,331,432円
○物件補償　　工作物他　　　　　　　　　　　 4件　 2,817,869円

前年度当初予算額

21,500 0 63,900 0 7,100

事
業
の
概
要

　都市計画道路小山栃木都賀線から市道1030号線
（日ノ出町地内）を結ぶ幹線道路を用地買収をし、
拡幅及び新設工事により整備を行う。
○道路工事　L=950.0m　Ｗ=16.0～24.0m
○用地買収　13,332㎡
○物件補償　46件

事
業
の
内
容

○業務委託
　・物件等調査算定(再積算)
○BOX布設工事　L=134.9ｍ
○用地取得
　・土地購入　A=2,031.53㎡　15筆
　・物件補償　11件

42,300 増減額 50,200

事業名 予算額 92,500

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

○業務委託　　物件等調査算定　       3件　 1,566,000円
○用地取得　　土地購入　A=23.26㎡　2筆　    285,946円

前年度当初予算額

№ 57 会計 一般 款項目 08-02-03 担当部課 建設部　道路河川整備課

16,800 増減額 △ 300

今泉泉川線道路整備事業費(栃木今泉町1・2丁目・日ノ出町)

0 0 14,800 0 1,700

事
業
の
概
要

　県道宇都宮亀和田栃木線から市道43382号線の
区間を用地買収し、拡幅工事により整備を行う。
○道路工事　L=290m　W=5.0m
○用地買収　778㎡
○物件補償　7件

事
業
の
内
容

○業務委託
　・物件等調査算定
○道路改良工事　L=90.0ｍ　W=5.0ｍ
○用地取得
　・土地購入　A=11.26㎡　1筆
　・物件補償　2件

事業名 予算額 16,500

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

市道４３３８６号線道路改良事業費(都賀合戦場)

○事業協定負担金（東日本高速道路（株）施工）　・調査等管理委託料　9,993,909円
○用地取得　土地購入　A=7,384.48㎡　18筆　41,105,488円　○手数料　土地鑑定評価等　   5件  1,534,680円
○物件補償　建物4棟 工作物5件外　            69,872,368円　 ○業務委託　補償金再算定等　3件 1,198,800円

前年度当初予算額

№ 56 会計 一般 款項目 08-02-03 担当部課 建設部　道路河川整備課

204,052 0 195,200 0 28,210

事
業
の
概
要

　高速道路の利便性向上、地域の活性化、緊急輸
送道路の機能強化等を図るため、東北自動車道の
都賀西方パーキングエリアにスマートインターチェン
ジを設置する。
　L=685ｍ（上り線　310ｍ、下り線　375ｍ）
　W=7.0ｍ

事
業
の
内
容

○道路改良工事（東日本高速道路（株）施工）
　　　L=685ｍ　W=7.0ｍ
○業務委託
　　・標識詳細設計
　　・遺跡詳細調査業務
○補償金
　　・上下水道移転補償
　　・電柱等移設補償

88,471 増減額 338,991

事業名 予算額 427,462

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 55 会計 一般 款項目 08-02-03 担当部課 建設部　道路河川整備課

スマートＩＣ整備事業費
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

○業務委託　　・橋梁点検　9橋　  　　 6,210,000円
○工事　　　　  ・吾妻橋改修工事費　75,600,000円

前年度当初予算額 92,000 増減額 97,900

104,390 0 70,700 0 14,810

事
業
の
概
要

　平成26年に道路法の改正により2m以上の道路橋
の点検を5か年で実施することが義務付けられた。
　現在、市内の管理橋梁は814橋であり、平成31年
度から二巡目の点検を実施する。また、点検結果に
基づき修繕が必要となった橋梁を計画的に修繕す
べく、長寿命化修繕計画の見直しを行い、順次修繕
を図る。

事
業
の
内
容

○橋梁長寿命化修繕計画見直し
○道路法に基づく法定点検（橋梁）業務
　　10m以上の橋梁　30橋
○吾妻橋改修工事（上部工,橋台1基）
　　L=43.6m　W=6.2m
○大前跨線橋修繕工事　L=20.8m　W=4.1m

事業名 予算額 189,900

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

橋梁長寿命化修繕事業費

○平成30年度は、北部健康福祉センター（仮称）の建屋工事を行っているため、道路改良事業は休止。

前年度当初予算額

№ 60 会計 一般 款項目 08-02-04 担当部課 建設部　道路河川維持課

0 0 4,000 0 500

事
業
の
概
要

　道の駅にしかた北東部交差点から市道53034号線
の区間を用地買収し、拡幅工事により整備を行う。
○道路工事　L=250.0m　W=9.75m
○用地買収　591.31㎡

事
業
の
内
容

○舗装新設工事　L=133.8ｍ　W=7.0ｍ

0 増減額 4,500

事業名 予算額 4,500

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

○業務委託　　    物件等調査算定     　 291,600円
○道路改良工事　L=50.0m　W=6.0m　 4,795,200円、付帯工事　115,560円
○用地取得　     土地購入　A=46.67㎡  508,703円

前年度当初予算額

№ 59 会計 一般 款項目 08-02-03 担当部課 建設部　道路河川整備課

10,000 増減額 △ 2,000

市道１００５号線道路改良事業費（西方本城・金崎）

0 0 7,200 0 800

事
業
の
概
要

　県道和泉間々田線から市道1068号線の区間を用
地買収し、拡幅工事により整備を行う。
○期間：2012年度（平成24年度）～2022年度
○道路改良工事　L=610.0m　W=6.0m

事
業
の
内
容

○道路改良工事　L=69.3m　W=6.0m

事業名 予算額 8,000

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

市道６２２１９号線道路改良事業費（岩舟静戸）

№ 58 会計 一般 款項目 08-02-03 担当部課 建設部　道路河川整備課
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

○栃木駅前市有地土地利用事業者審査委員会（5月17日、6月3日開催）　報酬　 88,000円
○優先交渉権者の決定

前年度当初予算額

0 0 0 0 77

事
業
の
概
要

　栃木駅周辺の活性化の核となる（仮称）シビックセ
ンター・複合施設及び国の合同庁舎の整備を推進
する。 事

業
の
内
容

○シビックコア地区整備推進連絡協議会の開催
○（仮称）シビックセンター・複合施設及び合同庁舎
　　建設に係る調整

2,986 増減額 △ 2,909

事業名 予算額 77

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

○業務委託
・普通河川神ノ宮川河川改修計画検討業務委託料　6,480,000円

前年度当初予算額

№ 63 会計 一般 款項目 08-04-01 担当部課 都市整備部　都市計画課

1,500 増減額 10,000

シビックコア推進事業費

0 0 0 0 11,500

事
業
の
概
要

　台風や集中豪雨により溢水する河川についての洪
水解析を実施し、効果的な浸水被害の軽減策を実
施する。
○期間　平成30年度～

事
業
の
内
容

○業務委託
　・神ノ宮川流域調整池予備設計業務

事業名 予算額 11,500

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

雨水・浸水対策事業費

県による用地買収のみで、工事が行われないため、平成30年度の事業負担は無し。

前年度当初予算額

№ 62 会計 一般 款項目 08-03-02 担当部課 建設部　道路河川整備課

0 0 4,500 0 500

事
業
の
概
要

　県道桐生岩舟線の岩舟町静地内で大雨時に発生
する道路冠水を解消するため、県の道路改良事業
による道路排水と合わせた地域排水対策を行い、県
に対し、市の地域負担部の負担金を支払う。
○期間　2017年度（平成29年度）～2023年度
○事業延長　L=750.0ｍ

事
業
の
内
容

○道路排水施設整備工事　L=150.0ｍ

（参考）
　県負担率　81％
　市負担率　19％

0 増減額 5,000

事業名 予算額 5,000

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 61 会計 一般 款項目 08-03-02 担当部課 建設部　道路河川整備課

主）桐生岩舟線地域排水整備事業費(岩舟静)
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

○業務委託　・まちづくり(検討会支援)　　 一式　475,200円
                　 ・整備基本計画策定　　　　 一式　475,200円

前年度当初予算額 1,054 増減額 △ 504

0 0 0 0 550

事
業
の
概
要

　岩舟駅周辺地区において、駅へのアクセスや利用
環境整備、それに併せた都市基盤整備により住みよ
い都市環境づくりを目指し、市全体の市街地連携に
おいて機能する地域拠点の形成を図る。
○構想面積　約68.3ha

事
業
の
内
容

○岩舟駅周辺地区整備基本計画の策定
　岩舟駅周辺地区のまちづくりについて、地元関係
者等と協議を行いながら整備基本計画を策定する。

事業名 予算額 550

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

岩舟駅南口整備事業費

前年度当初予算額

№ 66 会計 一般 款項目 08-04-01 担当部課 都市整備部　市街地整備課

0 0 0 0 31,999

事
業
の
概
要

　都市計画情報のオープンデータ化による市民や
事業者の利便性向上並びに事務の効率化及び高
度化を図るため、都市計画情報システムを構築す
る。

事
業
の
内
容

○都市計画情報システムの構築
○都市計画情報の電子データ化

- 増減額 31,999

事業名 予算額 31,999

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

○栃木市立地適正化計画策定支援業務委託料　4,687,200円

前年度当初予算額

№ 65 会計 一般 款項目 08-04-01 担当部課 都市整備部　都市計画課

6,000 増減額 3,955

新規 都市計画情報システム導入委託費

4,977 0 0 0 4,978

事
業
の
概
要

　商業施設や医療・福祉施設などの都市機能及び
居住機能を誘導し、公共交通との連携を図りつつ、
安全・安心で持続可能なコンパクトなまちづくりを進
めるため、立地適正化計画を策定する。

事
業
の
内
容

○誘導区域の設定
○誘導施策の検討
○施策の達成状況に関する評価方法の検討
○立地適正化計画（素案）の作成　等

事業名 予算額 9,955

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

立地適正化計画策定委託費

№ 64 会計 一般 款項目 08-04-01 担当部課 都市整備部　都市計画課
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

○業務委託　・地区界測量等　　 一式　9,029,000円（１月発注予定）

前年度当初予算額

0 0 0 0 23,807

事
業
の
概
要

　市街化区域の縁辺部であり、また都市計画道路沿
いに位置する「平川地区」において、産業系の土地
利用を図るため、土地区画整理事業を導入し適切
な整備、開発を行う。
○地区面積　約23ha
○地権者数　91名

事
業
の
内
容

○基本設計
　事業計画策定に必要な、基本設計を実施する。
○地質調査
　基本設計に必要な、地質ボーリング調査を行う。

6,668 増減額 17,139

事業名 予算額 23,807

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

○業務委託　・事業計画の作成　　5,022,000円

前年度当初予算額

№ 69 会計 一般 款項目 08-04-02 担当部課 都市整備部　市街地整備課

5,500 増減額 10,973

平川地区開発事業費

0 0 0 0 16,473

事
業
の
概
要

  市街化区域内である大平町真弓地内の一般県道
蛭沼・川連線東側沿いの「磯山地区」において、良
好な住環境整備を図るため、組合施行による土地区
画整理事業を導入し適切な整備、開発を行う。
○地区面積　約2.1ha
○権利者数　17名

事
業
の
内
容

○関係機関との協議を行い、組合設立を目指す。
○栃木市磯山地区土地区画整理事業
　・測量設計等業務　一式
　・土地区画整理事業補助金　一式

事業名 予算額 16,473

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

磯山地区土地区画整理事業費

◯業務委託　    ・事業計画及び実施計画の変更等　　　　   3件　　   4,919,400円
◯工事請負費   ・都市計画道路及び区画道路の築造等    12件　 186,347,520円
◯物件補償　    ・住宅、店舗、事務所、工作物等　            36件　 400,745,784円（繰越明許を含む）

前年度当初予算額

№ 68 会計 一般 款項目 08-04-02 担当部課 都市整備部　市街地整備課

150,000 2,572 132,600 1 57,810

事
業
の
概
要

　昭和39年に計画決定された新大平下駅前地区内
の駅西口周辺約5.3ｈａを第2地区とする土地区画整
理事業を柱に、既成市街地の生活環境や防災機能
の向上に資する整備等を行い、中心市街地の再生
と良好な宅地の利用増進を図る。

事
業
の
内
容

○新大平下駅前第2土地区画整理事業
　・物件調査算定等業務　一式
　・都市計画道路及び区画道路築造等工事　一式
　・物件移転等補償費　一式

369,845 増減額 △ 26,862

事業名 予算額 342,983

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 67 会計 一般 款項目 08-04-02 担当部課 都市整備部　市街地整備課

新大平下駅前地区土地区画整理事業費
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

○工事請負費　・（仮称）地域交流センター整備工事費　333,640,000円（逓次繰越を含む）
○業務委託　 　・工事監理　2,250,000円（逓次繰越を含む）

前年度当初予算額 610,318 増減額 △ 325,698

0 0 251,900 9 32,711

事
業
の
概
要

　「とちぎ蔵の街周辺地区都市再生整備計画（地方
都市リノベーション事業）」に基づき、旧栃木中央小
学校跡地において、既存の校舎を、生涯学習活動・
市民活動支援施設として再整備する。
○建築面積　1,740.91㎡
○延床面積　5,818.97㎡

事
業
の
内
容

○工事監理業務委託料（継続費）　24,992,000円
　・2017年度(平成29年度)～2019年度(平成31年度)
○（仮称）地域交流センター整備本体工事（継続費）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,199,772,000円
　・2017年度(平成29年度)～2019年度(平成31年度)
○（仮称）地域交流センター整備外構工事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　149,999,300円

事業名 予算額 284,620

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

（仮称）地域交流センター等整備事業費

　地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律（歴史まちづくり法）に基づく、栃木市歴史的風致維持
向上計画を作成しており、平成31年3月に策定並びに国への認定申請予定である。
　○栃木市歴史的風致維持向上計画策定支援業務委託料　2,916,000円

前年度当初予算額

№ 72 会計 一般 款項目 08-04-05 担当部課 都市整備部　市街地整備課

0 0 0 0 7,834

事
業
の
概
要

　本市の歴史的風致を維持及び向上するため、栃
木市歴史的風致維持向上計画を策定し、計画に基
づき、各種事業を展開する。 事

業
の
内
容

○認定歴史的風致維持向上計画に基づく事業実施
○歴史まちづくり庁内推進会議の設置・開催
○歴史的風致維持向上協議会（庁外）の開催

3,819 増減額 4,015

事業名 予算額 7,834

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

○業務委託　　 　・栃木市総合運動公園総合体育館給排水設備更新工事監理業務委託料　1,425,600円
○工事請負費　　・栃木市総合運動公園総合体育館給排水設備更新工事費　58,536,000円

前年度当初予算額

№ 71 会計 一般 款項目 08-04-05 担当部課 総合政策部　蔵の街課

64,214 増減額 1,586

歴史まちづくり事業費

31,500 1,355 29,200 0 3,745

事
業
の
概
要

　2022年度に開催される第77回国民体育大会に向
けて、競技施設となる総合体育館等の改修を行う。
○栃木市総合運動公園総合体育館
　・給排水設備更新工事
　・主競技場床張替工事
　・キュービクル更新工事

事
業
の
内
容

○業務委託
　・主競技場床張替工事実施設計業務
　・キュービクル更新工事実施設計業務
　・給排水設備更新工事監理業務
○工事
　・給排水設備更新工事
　　（トイレ洋式化、給排水管更新）

事業名 予算額 65,800

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

国民体育大会関連施設整備事業費

№ 70 会計 一般 款項目 08-04-04 担当部課 建設部　公園緑地課
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

○空き家解体補助金　112件　30,073,000円

前年度当初予算額

15,000 0 0 0 17,105

事
業
の
概
要

　空き家等の適正管理及び有効活用に関する条例
に基づき、空き家等の所有者等に対し助言及び指
導を行う。
　また、空き家の適正管理と有効活用を促進する施
策として、空き家等の改善資金に係る利子補給や、
管理不全な状態となった空き家の解体の費用の一
部を補助する。

事
業
の
内
容

○空き家条例に基づく助言及び指導等
○自治会による空き家の早期発見
○空き家等改善資金利子補給金の交付
○空き家解体補助金の交付

16,688 増減額 15,417

事業名 予算額 32,105

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

○移住定住促進ツアーの実施
○移住体験施設の運営等
○まちなか定住促進住宅新築等補助金　305件  92,045,000円

前年度当初予算額

№ 75 会計 一般 款項目 08-05-01 担当部課 都市整備部　住宅課

75,459 増減額 97,591

空き家対策事業費

4,312 0 0 1,008 167,730

事
業
の
概
要

　各種補助金の交付や定住促進事業案内パンフ
レットの配布により市内全域における定住人口の増
加を図る。
　また、移住体験施設の運営、移住定住促進ツアー
の実施により、観光者や移住希望者等の交流人口
の増加を図る。

事
業
の
内
容

○まちなか定住促進住宅新築等補助金の交付
○多世代家族住宅新築等補助金の交付
○結婚新生活支援補助金の交付
○通勤者特急券購入費補助金の交付
○通学者定期券等購入費補助金の交付
○移住体験施設の運営
○移住定住促進ツアーの実施

事業名 予算額 173,050

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

定住促進支援事業費

○リフォーム補助金　32件　11,527,000円

前年度当初予算額

№ 74 会計 一般 款項目 08-05-01 担当部課 都市整備部　住宅課

6,000 0 0 600 6,033

事
業
の
概
要

　空き家の有効活用を図るとともに、定住の促進によ
る地域の活性化を図る。本事業により、空き家・空き
地の所有者と空き家・空き地の利用希望者とのマッ
チングを行う。また、成約した空き家にはリフォーム
費用の一部を補助する。

事
業
の
内
容

○空き家バンクによる空き家・空き地等の情報提供
○空き家バンクに登録された空き家等のリフォーム
   補助
○空き家バンクＨＰの運用

12,581 増減額 52

事業名 予算額 12,633

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 73 会計 一般 款項目 08-05-01 担当部課 都市整備部　住宅課

あったか住まいるバンク事業費
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

○栃木方面隊第8分団第4部　　　　　　　　　　　　○都賀方面隊第4分団第2部
　・新築工事監理業務委託料　799,200円　　　　　 ・解体工事費　3,888,000円
　・新築工事費　　　　　　　　26,946,000円

前年度当初予算額 37,884 増減額 △ 17,910

0 0 11,900 0 8,074

事
業
の
概
要

　昭和56年の建築基準法改正前に建築又は工事着
手した機械器具置場について、災害時の拠点として
の機能を充足するため解体・新築を行い整備する。 事

業
の
内
容

○栃木方面隊第8分団第4部
　・解体設計
　・解体工事
○栃木方面隊第8分団第2部
　・土地鑑定評価
　・用地測量
　・用地取得
　・新築設計

事業名 予算額 19,974

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

消防団機械器具置場等整備事業費

○消防ポンプ自動車購入費　2台（栃木11-2、大平2-1）　30,024,000円
○自動車リサイクル料　2台　24,200円　　　　 ○重量税　2台　25,000円
○自賠責保険料　　　　2台　17,440円

前年度当初予算額

№ 78 会計 一般 款項目 09-01-03 担当部課 消防本部　消防総務課

0 0 49,800 0 2,864

事
業
の
概
要

　災害時の出動に支障をきたすことなく迅速かつ機
能的な災害活動を行うため、老朽化した消防ポンプ
自動車等を更新する。
　なお、平成29年3月の道路交通法の改正により、
普通免許で運転できる車両の総重量が5ｔから3.5ｔ
未満に引き下げられたため、今後は3.5ｔ未満の消防
ポンプ自動車に更新していく。

事
業
の
内
容

○消防ポンプ自動車購入　2台
　（普通免許対応車3.5t未満）
　・都賀方面隊第1分団第2部
　・岩舟方面隊第2分団第1部
○消防指揮広報車購入　2台
　・大平方面隊本部分団
　・藤岡方面隊本部分団

31,676 増減額 20,988

事業名 予算額 52,664

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

前年度当初予算額

№ 77 会計 一般 款項目 09-01-03 担当部課 消防本部　消防総務課

0 増減額 3,794

消防ポンプ自動車等購入事業費

0 0 0 0 3,794

事
業
の
概
要

 　栃木市消防署及び分署に配備されている林野火
災対応資機材の老朽化にともなう更新及び増台を
するもの。 事

業
の
内
容

○林野火災対応資機材購入
　 ・背負式散水装置
　 ・可搬式散水装置用給水器
　 ・簡易水槽
　 ・バッテリー併用型照明装置
　 ・チェーンソー
　 ・消防用ホース
　 ・消火剤

事業名 予算額 3,794

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

林野火災対応資機材更新事業費

№ 76 会計 一般 款項目 09-01-01 担当部課 消防本部　消防第１課
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

○委員報酬　学区審議会 4,000円×7人×2回 56,000円

前年度当初予算額 96 増減額 153

事
業
の
概
要

　多くの小中学校で小規模校化が進んでおり、一定
の学校規模の確保が課題となっている。このため、
学校適正配置を推進する上で、学区審議会を開催
し、課題の解決を図る。
　また、将来の栃木市の小中学校の在り方として定
めた「栃木市立小中学校適正配置基本構想」を広く
市民に周知していく。

事
業
の
内
容

○学区審議会委員報酬
　・4,000円×8人×3回＝96,000円
○学校適正配置資料印刷製本費
　・177円×800部×1.08＝153,000円

事業名 予算額 249

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

学校適正配置事業費

○配備先：栃木市消防署西方分署（平成30年12月13日運用開始）
○車　種：トヨタ自動車製ハイメディック救急車　37,152,000円
○納入業者：栃木トヨタ自動車販売株式会社

前年度当初予算額

81

39,853 増減額 2,561

№ 会計 一般 款項目 10-01-03 担当部課 教育部　教育総務課

0 0 0 0 249

0 0 39,400 0 3,014

事
業
の
概
要

　平成21年に配備し老朽化した栃木市消防署大平
分署の高規格救急自動車を、救急活動時に市民に
対し、より高度な救命処置を提供すると共に救命率
向上を図るため更新する。

事
業
の
内
容

○高規格救急自動車購入
　（栃木市消防署大平分署）

事業名 予算額 42,414

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

高規格救急自動車購入事業費

○業務委託　　基本計画策定　          1件　9,957,600円　　　　○手数料　不動産鑑定　　2件　469,800円
　　　　　　　　 　測量・物件調査等　     3件　8,748,000円
　　　　　　　　 　相続財産管理人申立　1件　1,000,000円

前年度当初予算額

№ 80 会計 一般 款項目 09-01-03 担当部課 消防本部　警防課

0 0 126,500 0 72,890

事
業
の
概
要

　消防本部・消防署及び各分署（岩舟分署を除く）
の老朽化、狭あい化した消防庁舎を計画的に整備
する。
○期間　2017年度（平成29年度）～2028年度

事
業
の
内
容

○消防本部・消防署庁舎整備基本設計策定
○庁舎整備用地取得　2件
○移転補償　1件

23,805 増減額 175,585

事業名 予算額 199,390

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 79 会計 一般 款項目 09-01-03 担当部課 消防本部　消防総務課

消防庁舎整備事業費
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

○特別支援教育支援員派遣　60名
○学力向上支援員派遣　　　　  1名

前年度当初予算額

490 0 0 0 105,613

事
業
の
概
要

　児童生徒一人一人の心身の健やかな成長と学力
の向上を図るため、学校生活において個別な支援
を必要とする児童生徒を支援する特別支援教育支
援員を市内小中学校に配置する。

事
業
の
内
容

　特別支援教育支援員60名を派遣し、児童生徒へ
のきめ細かな指導を図るとともに、学級全体の学力
の保障を図る。（小学校30校　中学校14校）
○特別支援教育支援員報酬　　105,952,000円

111,490 増減額 △ 5,387

事業名 予算額 106,103

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

　とちぎ吾一奨学生3名に月額30,000円（年額360,000円）の奨学金を6月と9月に給付した。

前年度当初予算額

№ 84 会計 一般 款項目 10-01-03 担当部課 教育部　学校教育課

3,240 増減額 720

学校支援員派遣事業費

0 0 0 3,960 0

事
業
の
概
要

　修学の意欲を有しながら経済的理由により修学が
困難な者に対して、とちぎ吾一奨学金（栃木市篤志
奨学金）を給付し、地域社会に貢献できる有為な人
材の育成を図るもの。篤志奨学生の応募資格は、市
内9校（高等学校及び特別支援学校）に在籍し、本
市に6か月以上住所を有する非課税世帯の生徒のう
ち、学校長が推薦する進学予定者（各校推薦枠1
名）とする。

事
業
の
内
容

○篤志奨学生に奨学金の給付を行う。
　・給付額
　 大学生、短大生、専門学校生　月額30,000円
  ・給付月
　  6月及び9月

事業名 予算額 3,960

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

篤志奨学金給付事業費

○報償費　研修会講師謝金　0円
　9月5日NPO法人ハイジと共催し、講師（文部科学省学校業務改善アドバイザー妹尾昌俊氏）を招聘し、「栃木市
版先生の働き方改革ガイドライン（案）」についての助言をいただいている。

前年度当初予算額

№ 83 会計 一般 款項目 10-01-03 担当部課 教育部　教育総務課

0 0 0 0 120

事
業
の
概
要

　教職員の多忙化により、子どもと向き合う時間の確
保が難しくなるなど、教育の質の低下が懸念されて
いる。
　こうした状況の中、本市では校長会や事務職員研
究会等の関連機関と連携を図りながら、現場の状況
把握に努め、本市としての有効な具体策を講じると
ともに教職員の意識改革を図る。

事
業
の
内
容

○研修会講師謝金
　・50,000円×1人×1回
○学校現場の業務改善ガイドライン印刷製本費
　・90円×700部×1.1＝69,300円

50 増減額 70

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 82 会計 一般 款項目 10-01-03 担当部課 教育部　教育総務課

学校業務適正化事業費事業名 予算額 120
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

0 14,474

事
業
の
概
要

　小学校屋内運動場は、耐震補強以外ほとんど改
修されていないため、全体的に老朽が著しい状態で
あるが、2年に１校ペースで大規模改修工事を行うの
では建物の傷みに改修が間に合わない。
　このため今後の屋内運動場の改修方法について
は床・窓等部分改修を複数校ずつ行う方針に変更
し、安全で快適な環境の整備を図る。

事
業
の
内
容

○栃木第四小学校屋内運動場改修事業
　・監理業務委託料　　　　　2,244,000円
　・改修工事　　　　　　　　  44,990,000円
○三鴨小学校屋内運動場改修事業
　・実施設計業務委託料　　2,640,000円

132,531 増減額 △ 82,657

○外国語指導助手配置　20名

前年度当初予算額

№ 87 会計 一般 款項目 10-02-03 担当部課 教育部　学校施設課

69,458 増減額 18,694

小学校屋内運動場改修事業費

№ 86 会計 一般 款項目 10-01-03 担当部課 学校教育課

事業名 予算額 2,530

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

0 0 0 0 88,152

事
業
の
概
要

　グローバル化が進展する社会において、互いの文
化や考え方を尊敬しつつ、協力し合いながら課題を
解決できる人材を育成するため、その基礎となる英
語によるコミュニケーション能力の向上を目指し、外
国語教育の充実を図る。

事
業
の
内
容

○ＡＬＴ（外国語指導助手）25名の配置
○ＡＬＴとのＴＴ（複数の教員等による指導方法）授
   業の実施
○グローバル・デーの実施
○スピーキングテストの実施
○グローバル教育推進研究校を指定

事業名 予算額 88,152

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

グローバル教育推進事業費

№ 85 会計 一般 款項目 10-01-03 担当部課 教育部　学校教育課

前年度当初予算額 - 増減額 2,530

新規 スクール・サポート・スタッフ配置事業費

2,530

事
業
の
概
要

　多忙化が進む学校現場において、先生本来の姿
である「子どもたちと向き合う時間」の確保に向けた
校務の改善を図るため、教員と連携し事務処理等の
業務を担うスクール・サポート・スタッフを配置する。

事
業
の
内
容

○スクール・サポート・スタッフの配置　2名

事業名 予算額 49,874

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

赤麻小学校屋内運動場大規模改修事業【繰越明許】
　・監理業務委託料　　　　　 　 2,916,000円
　・大規模改修工事費　　　　110,689,200円

前年度当初予算額

0 0 35,400
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

○例幣使通り沿い建築物内装実施設計業務委託料　8,996,400円
○例幣使通り沿い建築物修理工事費　73,602,000円
○例幣使通り沿い建物修理工事監理業務委託料　14,364,000円

前年度当初予算額 99,029 増減額 199,122

140,266 0 105,200 0 52,685

事
業
の
概
要

　嘉右衛門町伝建地区内の味噌製造工場跡地を取
得し、文化財の保存及び周辺に残る歴史的建造物
と一体となった町並み保存並びに人と文化の交流を
目的とした活用により、文化的向上に質するまちづく
りの拠点施設として整備を図る。

事
業
の
内
容

○例幣使通り沿い建築物修理工事
○屋外トイレ新築工事
○駐車場用地購入及び整備工事
○RC解体設計
○例幣使通り沿い新築修景設計

事業名 予算額 298,151

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

伝建地区拠点施設整備事業費

《平成30年度第1次補正（6月）計上予算》
栃木東中、栃木西中、大平南中洋式トイレ改修工事実施設計業務委託料　　14,083,200円

前年度当初予算額

№ 90 会計 一般 款項目 10-04-04 担当部課 総合政策部　蔵の街課

62,005 0 120,400 0 40,587

事
業
の
概
要

　生活様態に合わせ、便器の洋式化と老朽化した給
排水管、トイレブース等を含めた改修を行い、使い
やすい清潔な環境の整備を図る。 事

業
の
内
容

○栃木東中、栃木西中、大平南中トイレ改修事業
　・改修工事監理業務委託料　　 5,489,000円
　・再積算業務委託料　　　　　　　　330,000円
　・改修工事費　　　　　　　　　　217,173,000円

0 増減額 222,992

事業名 予算額 222,992

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

前年度当初予算額

№ 89 会計 一般 款項目 10-03-03 担当部課 教育部　学校施設課

- 増減額 4,374

中学校洋式トイレ改修事業費

1,250 1,250 0 0 1,874

事
業
の
概
要

　中学校部活動の運営に係る体制の整備を図り、指
導内容の充実、生徒の安全の確保及び顧問の負担
軽減を図るため、市立中学校に部活動指導員を配
置する。

事
業
の
内
容

○部活動指導員の配置　　5名

事業名 予算額 4,374

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

新規 中学校部活動指導員等配置事業費

№ 88 会計 一般 款項目 10-03-02 担当部課 教育部　学校教育課
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 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

○市ゆかりの美術工芸家の作品を美術資料評価委員会に諮った上で年度末に購入予定

前年度当初予算額

0 0 0 3,000 0

事
業
の
概
要

　地域の優れた文化を振興するとともに、文化に親
しむ機会を図るために、市ゆかりの芸術家の作品を
収集し、とちぎ蔵の街美術館において展示する。 事

業
の
内
容

○市ゆかりの美術工芸家の作品調査研究
○市ゆかりの美術工芸家の作品購入（1点）

2,500 増減額 500

事業名 予算額 3,000

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

前年度当初予算額

№ 93 会計 一般 款項目 10-04-04 担当部課 生涯学習部　文化課

- 増減額 4,914

とちぎ蔵の街美術館作品収集事業費

2,397 0 0 0 2,517

事
業
の
概
要

　平成29年度に策定した嘉右衛門町伝統的建造物
群保存地区防災計画に基づき、各種防災事業を展
開し、歴史的な町並みの景観形成を図る。 事

業
の
内
容

○伝建地区案内板等設置工事
○消火設備（D級可搬ポンプ）購入
○総合防災訓練の実施

事業名 予算額 4,914

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

新規 伝建地区防災事業費

○伝統的建造物修理等補助事業（伝統的建造物修理5件・修景1件）　40,806,000円
○嘉右衛門町伝建地区履歴調査業務委託料　6,500,000円
○嘉右衛門町伝建地区説明板等設計業務委託料　1,566,000円

前年度当初予算額

№ 92 会計 一般 款項目 10-04-04 担当部課 総合政策部　蔵の街課

32,000 10,666 0 0 22,557

事
業
の
概
要

　文化財保護法に基づく伝統的建造物群保存地区
を指定し、伝統的建造物を修理保存していくととも
に、その他の建築物等についても修景を促進するこ
とにより、歴史的な町並み景観の形成を図る。

事
業
の
内
容

歴史的な町並み景観の形成推進を図る。
○伝統的建造物修理等補助事業
　・伝統的建造物修理　6件
○伝統的技術継承事業支援
○市民啓発事業
○保存審議会の開催

49,990 増減額 15,233

事業名 予算額 65,223

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 91 会計 一般 款項目 10-04-04 担当部課 総合政策部　蔵の街課

伝統的建造物群保存事業費

-55-



 5.主要事務事業説明
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＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

○報償費　専門者会議委員謝金　　56,000円
○旅　 費　専門者会議委員旅費　13,720円
○委託料　航空レーザー測量業務委託料　4,644,000円（３月下旬支払い予定）

前年度当初予算額

事
業
の
概
要

　市指定史跡である伯仲第一号古墳から出土した
遺物について（県内初出土の遺物など）、遺物の保
存及び保護のため自然科学分析、保存処理を行う
とともに調査報告書を作成する。
○期間：2019年度（平成31年度）～2021年度
○自然科学分析及び保存処理
○出土遺物整理及び報告書作成

事
業
の
内
容

○業務委託
　・出土遺物の整理作業等業務
　・金属遺物の自然科学分析業務
　・金属製品の出土遺物保存処理業務

0

前年度当初予算額 - 増減額 4,243

国庫支出金 県支出金

13,534 0 0 0 14,754

事
業
の
概
要

　市内に存在する中世城郭群について調査を行
い、本市の中世像を明らかにする。
　まずは西方城近辺の城郭について調査研究を行
い、国指定史跡を目指す。

事
業
の
内
容

○専門者会議の実施
　・専門者会議謝金、委員旅費
○業務委託
  ・航空レーザー測量業務
○西方城に関する調査
　・発掘調査
　・史料調査

5,261 増減額 23,027

事業名 新規 伯仲第一号古墳保存活用事業費 予算額 4,243

事業名 予算額 28,288

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

○基本計画及び基本設計・実施設計業務委託料　H29繰越分　30,004,560円（3年契約、契約額51,732,000円）
○(仮称)文化芸術館等整備工事変更設計業務委託料　H30分　2,371,507円（2年契約、契約額43,200,000円）
○(仮称)文学館建築工事・電気設備工事・機械設備工事・工事監理業務委託料　3月末契約予定

前年度当初予算額

№ 95 会計 一般 款項目 10-04-04 担当部課 生涯学習部　文化課

1,319,833 増減額 5,398

ふるさとの城郭群再発見事業費

518,471 0 680,500 0 126,260

事
業
の
概
要

　「とちぎ蔵の街周辺地区都市再生整備計画（地方
都市リノベーション事業）」に基づき、文化・芸術の振
興を図るための拠点施設として文化芸術施設等を
整備する。
○（仮称）文化芸術館（美術館、新築）
○（仮称）文学館（資料館、旧市役所別館改修）

事
業
の
内
容

○(仮称)文化芸術館等整備工事変更設計
　・2018年度(平成30年度)～2019年度(平成31年度)
○(仮称)文化芸術館整備工事（建築、電気、機械）
　・2019年度(平成31年度)～2020年度
○(仮称)文学館整備工事（建築、電気、機械）
　・2018年度(平成30年度)～2020年度
○検討審議会（庁外）、検討委員会（庁内）の開催
○施設運営方針検討、開館準備等

事業名 予算額 1,325,231

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

（仮称）文化芸術館等整備事業費

№ 94 会計 一般 款項目 10-04-04 担当部課 生涯学習部　文化課

1,866 0 0 2,377

№ 96 会計 一般 款項目 10-04-04 担当部課 生涯学習部　文化課

地方債 その他特財 一般財源

-56-



 5.主要事務事業説明
(単位 ：千円）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

前年度当初予算額 - 増減額 17,672

0 0 15,000 2,672 0

事
業
の
概
要

　2022年のとちぎ国体の練習会場として予定されて
いるため、照度不足の照明改修工事、老朽化の著
しい遮光幕改修工事等を実施する。
○期間：2019年度（平成31年度）～2021年度
○大平体育館照明器具改修工事　　LED化　30基
○大平体育館屋根改修工事　　62㎡
○大平体育館遮光幕改修工事
○大平体育館防球ネット改修工事

事
業
の
内
容

○大平体育館照明器具改修工事　LED化　30基
○大平体育館屋根改修工事　62㎡

事業名 予算額 17,672

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

新規 第77回国民体育大会開催関係大平体育館改修事業費

前年度当初予算額

№ 99 会計 一般 款項目 10-05-02 担当部課 生涯学習部　スポーツ振興課

0 0 16,400 0 5,523

事
業
の
概
要

　老朽化した屋内運動場の人工芝の張替えを行う。

事
業
の
内
容

○人工芝張替え工事　963㎡
　・既存人工芝の撤去、張替え

- 増減額 21,923

事業名 予算額 21,923

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

○非常勤職員報酬　延べ18人　72,000円
○維持補修費　屋上防水工事等　3,963,600円
○業務委託料　144,936,000円

前年度当初予算額

№ 98 会計 一般 款項目 10-05-02 担当部課 生涯学習部　スポーツ振興課

184,760 増減額 8,109

新規 栃木市屋内運動場改修事業費

0 0 0 10,091 182,778

事
業
の
概
要

　生活環境の変化や地域住民のニーズの多様化に
対応するため、民間のノウハウを活用し、住民サー
ビスの向上かつ経費削減を図ることを目的に、市内
5館の文化会館に指定管理者制度を導入する。
○指定期間　2019年度（平成31年度）～2023年度

事
業
の
内
容

○文化会館の運営業務
　・貸館業務や自主事業の開催等
○文化会館の管理業務
　・施設の維持管理

事業名 予算額 192,869

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

文化会館管理運営委託事業費

№ 97 会計 一般 款項目 10-04-05 担当部課 生涯学習部　文化課
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＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

○配水管布設工事
　　・星野町　 L=  739.9m　22,248,000円
 　 ・鍋山町　 L=2,633.6m　66,679,200円

前年度当初予算額

70,000 0 80,000 15,152 92,849

事
業
の
概
要

　寺尾地区に簡易水道を導入し、取水・導水・浄水・配水
の各施設を整備し、水道未普及地域の解消を図る。
〇期間：2013年度(平成25年度)～2019年度(平成31年度)
〇総事業量
①星野浄水場系　取水施設3ヶ所・浄水施設1ヶ所・配水
池2池・増圧ポンプ場2ヶ所・配水管36,000m
②出流浄水場系　取水施設3ヶ所・浄水施設1ヶ所・配水
池2池・配水管2,800m

事
業
の
内
容

○配水管布設工事
　・鍋山町　L=　790m
  ・梅沢町　L=3,664m
○減圧弁設置工事
　・梅沢町　1ヶ所
○増圧ポンプ場整備工事
　・尻内町　1ヶ所

239,005 増減額 18,996

事業名 予算額 258,001

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

○報酬　認知症初期集中支援専門員報酬3名（12月より１名増員）　3,274,000円
○報償費　認知症初期集中支援事業チーム員会議出席謝金　12,000円
○備品購入費　訪問用電子血圧計　50,544円

前年度当初予算額

№ 102 会計 水道 款項目 04-10-20 担当部課 上下水道局　水道建設課

6,439 増減額 2,953

寺尾地区簡易水道事業費

3,616 1,808 0 1,808 2,160

事
業
の
概
要

　認知症の人やその家族に早期に関わる「認知症
初期集中支援チーム」を設置して、早期診断・早期
対応に向けた支援体制を構築する。 事

業
の
内
容

○認知症初期集中支援チームの設置（認知症サ
ポート医及び専門員の委嘱）(専門員1名の増員）
○専門員によるもの忘れ相談事業の実施
○支援対象者宅訪問、チーム員会議開催
○かかりつけ医との連携・協力体制の構築
○認知症地域支援推進員との連携

事業名 予算額 9,392

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

認知症初期集中支援推進事業費

実施設計業務委託料　1件　10,330,000円

前年度当初予算額

№ 101 会計 介護（保） 款項目 05-03-07 担当部課 保健福祉部　地域包括ケア推進課

10,707 0 109,500 0 35,170

事
業
の
概
要

　吹上小学校給食共同調理場は、昭和55年に整備
され38年が経過し、施設や設備の老朽化が進んで
いる。そのため、新学校給食衛生管理基準に基づき
改築し、2021年度の開設を目指す。

事
業
の
内
容

○調理場建築工事
　・継続事業　2019年度（平成31年度）～2020年度
　・事業費　　 2019年度　155,377,000円
　　　　　　　 　 2020年度　517,505,000円

10,330 増減額 145,047

事業名 予算額 155,377

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 100 会計 一般 款項目 10-05-03 担当部課 教育部　保健給食課

吹上小学校給食共同調理場整備事業費
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＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

○委託料　公共下水道雨水渠地質調査業務委託料　　　　　　　　1件　　3,002,400円
　　　　　　　公共下水道雨水渠ポンプ施設詳細設計業務委託料　1件　22,950,000円
　　　　　　　公共下水道雨水渠調整池詳細設計業務委託料　　　 1件　12,744,000円

前年度当初予算額 24,100 増減額 78,900

25,000 0 78,000 0 0

事
業
の
概
要

　永野川左岸の栃木市片柳町4丁目地内において、
大雨時に発生する浸水被害を軽減するために、永
野川左岸第1排水区の1号幹線の整備及び調整池、
強制排水ポンプを備えた排水樋門を整備する。
○期間：2014年度（平成26年度）～2028年度
○全体排水面積：102㏊
○幹線水路整備工事　Ｌ＝1，300ｍ
　 調整池　Ｖ＝27,300㎥、樋門1基

事
業
の
内
容

○用地測量業務委託
○調整池詳細設計
○幹線基本設計
○水質調査業務委託
○地質調査業務委託
○樋門整備工事　１基

事業名 予算額 103,000

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

公共下水道雨水渠整備事業費

○業務委託　・実施設計業務委託料　     4件　  30,736,800円　 ・地質調査業務委託料　 3件　  7,594,419円
○工事請負　・公共下水道整備工事費　40件　777,705,840円    ・汚水桝設置工事費　  93件　 50,350,244円
　　　　　　　　 ・舗装復旧工事費　          19件　204,448,000円

前年度当初予算額

№ 105 会計 下水道 款項目 01-01-02 担当部課 上下水道局　下水道建設課

300,000 0 652,000 121,157 0

事
業
の
概
要

　公共下水道事業計画区域において、公共下水道
管渠等を整備する。
○全体整備面積　4,244.6ha
○事業認可面積　3,451.4ha

事
業
の
内
容

○管渠整備　延長L=8,000m
　　　　　　　　φ150～200mm
　 　　　　　　 整備面積　30.0ha

1,350,145 増減額 △ 276,988

事業名 予算額 1,073,157

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

○塩化ビニル管布設替工事　　　西方地域　L=339.3ｍ　　6,436,800円
　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　藤岡地域　L=　23.9ｍ　　2,257,200円

前年度当初予算額

№ 104 会計 下水道 款項目 01-01-01 担当部課 上下水道局　下水道建設課

114,891 増減額 349,067

公共下水道建設事業費

0 0 200,000 29,739 234,219

事
業
の
概
要

　企業債を財源の一部とし、有収率の向上を目的に
耐用年数を経過した塩化ビニル管を優先して耐震
性を有する管路への布設替えを行う。 事

業
の
内
容

○管路耐震化実施設計業務委託
○塩化ビニル管布設替工事
　　栃木地域　L=3,045ｍ
　　都賀地域　L=3,355ｍ
　　西方地域　L=   810ｍ
　　大平地域　L=1,188ｍ
　　藤岡地域　L=1,350ｍ

事業名 予算額 463,958

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

管路耐震化事業費

№ 103 会計 水道 款項目 04-10-60 担当部課 上下水道局　水道建設課

-59-



 5.主要事務事業説明
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＜参考＞平成３０年度執行状況 （平成３０年１２月末時点）

○土地購入費　　72,800,000円（3月上旬支払予定）

前年度当初予算額

29,000 0 38,000 0 0

事
業
の
概
要

　永野川左岸の栃木市片柳町4丁目地内において、
大雨時に発生する浸水被害を軽減するために整備
する、幹線及び調整池、強制排水ポンプを備えた排
水樋門に係る事業用地を取得する。
○期間：2014年度（平成26年度）～2028年度
○全体排水面積：102㏊
○事業用地取得面積：A＝19，000㎡

事
業
の
内
容

○事業用地取得　面積　A＝5,375.05㎡

59,900 増減額 7,100

事業名 予算額 67,000

国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

№ 106 会計 下水道 款項目 01-01-05 担当部課 上下水道局　下水道建設課

固定資産取得費

-60-





Watarase712
（わたらせナイツ）

Hearts姫
（ハーツひめ）

渡良瀬遊水地キャラクター
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